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　はじめに

　学校法人享栄学園は、平成26（2014）年度に法人を分離し、

平成27（2015）年度には、法人規模の縮小化に伴い、大学およ

び短期大学部それぞれの名称を変更し、学校法人として一体化

に向け、教学改革に取り組んでまいりました。

　平成29（2017）年度には「こども教育学部」を新設し、次代

を担うこどもたちの育成、発達支援をする人物としてふさわし

い養護教諭、幼稚園教諭、保育士等の人材を養成する教育がス

タートいたしました。さらに、既存学部である「国際人間科学

部」は、平成31（2019）年度の「国際地域学部」改組に向け、より多くの高校生、保護

者のみなさまに分かりやすく、期待される教育内容とすべく教学改革に取り組んでおり

ます。今後は、より一層地域に貢献できる人材育成に努め、地元への就職を支援するこ

とで、地域に貢献していきたいと考えております。

　本学園では、平成27（2015）年度に、さまざまな教学改革を確実に実現するため、将

来に向けての飛躍を目指す年度と位置付け、中期事業計画（平成28（2016）年度～平成

32（2020）年度）の策定を行いました。学生の自己実現度100％以上達成を支援、社会に

貢献し続けることのできる「知（地）の拠点」をミッションとして掲げ、５年後の達成

を目指し取り組むことといたしました。平成29（2017）年度は、２年目となります。

　平成29（2017）年度は、平成28（2016）年度に引き続き、収入の安定化に向けた取り

組みとして、収入確保に重点を置いた活動を行い、結果として、鈴鹿大学および鈴鹿大

学短期大学部ともに、私立大学等改革総合支援事業において、タイプ１「教育の質的転

換」とタイプ２「地域発展」の採択を得ることができました。今後もプロジェクトチー

ムによる補助金獲得体制を継続して実施しつつ、補助金以外の収入面の確保についても

検討を進めてまいります。

　施設・設備においては、学生からのアンケート等要望をもとに、学内環境整備に重点

を置いた整備を行いました。具体的には、主に、トイレの洋式化、中庭のインターロッ

キングの整備、不用物の大規模廃棄処分等を行い、学生が安全で安心して学べる環境と

美化に努めました。

　平成30（2018）年度には、新たな試みとして、学校法人鈴鹿享栄学園との合同出資に
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よる100％出資子会社を立ち上げるべく、準備を進めております。これにより、学園が

保有する資源を有効的に活用していけるものと考えております。また、学生や教員によ

る大学発ベンチャーの設立も展開し、さらなる社会貢献活動の充実・発展を目指してま

いります。　

　募集に関しましては、国際人間科学部が、３年連続して入学定員を上回る入学生を迎

えることができました。国際人間科学部の募集活動が実を結び始めた結果と言えます。

この結果に甘んじることなく、気を引き締め、継続して入学生を迎え続けらるよう取り

組んでまいります。

　しかしながら、平成29（2017）年４月に新設したこども教育学部は、２年連続して定

員を大きく下回る結果となりました。この結果は、予想をはるかに超えるものであり、

理事会はもとより、教職員全員が危機感を持って取り組むべく、対策の検討に入ってお

ります。このことにより立ち止まることなく、こども教育学部の定員確保は言うまでも

なく、国際人間科学部、短期大学部それぞれの特色等活かしながら、連携を強化し、建

学の精神にもとづく魅力ある教育内容を提供し続け、選ばれる学園となるよう努めてま

いります。

　これからも、享栄学園では、常に教職員一人ひとりが改革の意識を持ち、理事会およ

び教職員全体が同じ目標を共有し、その目標に向かって取り組みを行い、着実に実行し

ていくことで、社会から必要とされる高等教育機関としての地位を確固たるものとし、

地域社会に一層の貢献を果たし、学生に望まれる学園として邁進する所存です。

以　上　　

平成30年 ５月22日　　　　

学校法人　享栄学園　 .

理事長　垣尾 和彦
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　Ⅰ．学校法人の概要　　　

１. 建学の精神

　享栄学園は、創立者の堀榮二が、米国で修得した実社会に

役立つ教育の実践を目指し「英習字簿記学会」大正２(1913)

年として設立し、その後、その精神は引き継がれ、享栄学園

の名の基となった「有陰徳者必享其栄」（陰徳ある者は、必

ずその栄を享く）、誠実さを基にして生徒は教師を信頼し、

こで培った信頼感を社会に広げたいと念願した「誠実で信頼

される人に」の建学の精神に則り、地域に根ざす学園を目指

している。

１．あてになる人物になろう

　あてになる人物とは、頼りになる人、信頼できる人、頼もしい人のことである。

付和雷同しない思慮の深さと意志の強さをもつ人、和して動じない勇気をもつ人で

ある。お互いに不信をいだかなければならないような社会ほど不幸な社会はない。

現代人の危機は、人間がお互いの信頼性を欠いている点にあるのではなかろうか。

２．働くことの喜びを知ろう

　日本人は、本来勤勉な国民である。戦後の荒廃から立ち上がり、今日の経済的繁

栄をもたらしたのは日本人の勤勉さの賜である。勤勉な資質の裏付けがあってはじ

めて、豊かさを享受することができ、生活にゆとりを持つことが可能となろう。わ

れわれは自己の仕事を愛し、仕事に忠実であり、仕事に打ち込むことができる人で

なければならない。

３．全力をふるって事にあたる体験をもとう

　勉学であれ、スポーツであれ全力を傾けて打ち込むことが望ましい。例えば、ス

ポーツで、炎天下体力の限界ぎりぎりまで、強力な精神力で自己に打ち克つといっ

た体験をすることが非常に貴重である。こうした体験は、本人の自信にもつながり、

実社会にでても大いに役立つことであろう。実社会でスポーツ選手が歓迎される所

以もここにある。

４．感謝の気持ちと畏敬の念をもとう

　創立者は、感謝の念の強い人であった。仏教に帰依し、昭和５年(1930年)に享栄

「誠実で信頼される人に」
Become a Sincere and Reliable Person

教師はまた生徒を信頼することのできる教育の場にして、こ

学園創立者 堀 榮二 
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寺本堂を建立したのもこの感謝の念からであった。たえず不平不満を感じる人ほど

不幸な人はない。小さな好意や親切にも感謝できる人は幸福である。感謝の念に裏

付けられて社会は明るくなり、健全な進歩が期待されるのである。また、われわれ

は生命の根源に対して畏敬の念をいだくべきである。われわれは自ら自己の生命を

生んだのではない。われわれの生命の根源には父母の生命があり、民族の生命があ

り、人類の生命があり、宇宙の生命がある。ここにいう生命とは、単に肉体的な生

命を指すのではない。われわれには精神的な生命がある。このような生命の根源に

対する畏敬の念が真の宗教的情操であり、人間の尊厳と愛もこれに基づいて生ずる

のである。

5．正しく日本を愛し、国際的視野を広げる人になろう

　創立者は、長らくアメリカに滞在し国際的視野を身につけ、技術的にはアメリカ

のものを多く導入したが、精神的には強く日本のよさにひかれ、国を愛する念が強

かった。今後ますます進展する国際化時代を迎え、国際社会で活躍していくために

は、正しく日本を愛し、その上で、国際的視野を広げ、異文化を理解し、人間愛に

基づく広い視野をもって、国際社会の要請に応えていかなければならない。今日、

世界において、国家に所属しないいかなる個人もなく、民族もない。国家は世界に

おいて最も有機的であり、強力な集団である。個人の幸福も安全も国家によるとこ

ろが極めて多い。自国の存在に無関心であり、その価値の向上に努めずして、その

価値を無視したり、その存在を破壊しようとする者は自国を憎むものである。われ

われは日本を正しく愛さなければならない。

　[享栄]の由来

　本学園に「享栄」の名称がついたのは、大正４(1915)年４月「享栄学校」と

して認可されたときからです。学園のアメリカ式実務教育に興昧を持っていた

名古屋市長阪本釤之助氏(在任明治44(1911)年７月～大正６(1917)年１月)が創立

者堀　榮二先生に名付け親を頼まれ「有陰徳者必享其栄」とお書きになったの

が、もととなりました。

＜名　　称＞　　学校法人享栄学園 ＜法人設立＞　昭和19（1944）年３月23日

＜設置学校＞　　鈴鹿大学
　　　　　　　　鈴鹿大学短期大学部

＜所 在 地＞　〒510-0298
　　　　　　　三重県鈴鹿市郡山町663-222
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２. 享栄学園の沿革

（大正 2）年 6月 英習字簿記学会として名古屋市中区南呉服町に発足

（大正 4）年 4月 坂本市長命名の「享栄学園」認可

（大正 7）年 10月 実業学校令による乙種認可校となり、享栄貿易学校と校名変更

（大正10）年 12月 甲種商業学校として認可

（大正14）年 4月 実業学校令による甲種認可校（５年）に昇格、享栄商業学校に校名変更

（大正14）年 9月 名古屋市瑞穂区汐路町に移転、鶴舞公園前に享栄商業タイピスト学校独立

（昭和19）年 3月 財団法人享栄学園を設立、享栄女子商業学校に校名変更

（昭和23）年 4月 学制改革により享栄商業高等学校、享栄中学校として発足

（昭和26）年 3月 学校法人享栄学園となる

（昭和29）年 4月 享栄幼稚園設立

（昭和37）年 4月 享栄商業高等学校に工業課程を開設

（昭和38）年 4月 三重県鈴鹿市に、鈴鹿高等学校普通科・商業科開校

（昭和40）年 3月 享栄中学校廃校

（昭和41）年 4月 三重県鈴鹿市に、鈴鹿短期大学家政学科開校

（昭和42）年 10月 享栄商業高等学校の校名を享栄高等学校に変更

（昭和43）年 4月 享栄高等学校に普通科開設

（昭和44）年 2月 鈴鹿短期大学に家政第３部が認可

（昭和45）年 1月 鈴鹿高等学校に定時制設置

（昭和51）年 4月

（昭和54）年 9月 鈴鹿高等学校の定時制廃止

（昭和58）年 4月 愛知県長久手町に、享栄高等学校栄徳分校普通科開校

（昭和59）年 2月 鈴鹿短期大学商経学科設置認可

（昭和60）年 4月 享栄高等学校栄徳分校が独立、栄徳高等学校として普通科を開校

（昭和60）年 4月 享栄ﾀｲﾋﾟｽﾄ専門学校の校名を専門学校享栄ビジネスカレッジに変更

（昭和61）年 4月 三重県鈴鹿市に、鈴鹿中学校開校

（平成元）年 3月 鈴鹿短期大学家政学科第３部廃止

（平成 2）年 3月 専門学校享栄ビジネスカレッジ商業実務一般課程廃止

（平成 3）年 4月 鈴鹿短期大学家政学科の学科名称を生活学科に変更

（平成 5）年 12月 鈴鹿国際大学国際学部国際関係学科設置認可

（平成 8）年 5月 鈴鹿短期大学商経学科廃止認可

（平成 9）年 12月 鈴鹿国際大学大学院国際学研究科及び国際学部国際文化学科設置認可

（平成10）年 4月 鈴鹿短期大学の校名を鈴鹿国際大学短期大学部に変更

（平成12）年 10月 鈴鹿国際大学国際学部観光学科設置認可

享栄商業タイピスト学校を享栄タイピスト専門学校に校名を
変更し、専門課程・高等課程・一般課程を設置

1913

1915

1918

1921

1925

1925

1944

1948

1951

1954

1962

1963

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1976

1979

1983

1984

1985

1985

1986

1989

1990

1991

1993

1996

1997

1998

2000

- 5 -



（平成13）年 8月 鈴鹿国際大学国際学部英米語学科設置認可

（平成16）年 4月 鈴鹿国際大学国際学部国際関係学科の学科名称を国際学科に変更

（平成17）年 3月 享栄高等学校通信制課程廃止認可

（平成17）年 3月 専門学校享栄ビジネスカレッジ商業実務高等課程廃止認可

（平成18）年 4月 鈴鹿国際大学短期大学部の校名を鈴鹿短期大学に変更

（平成20）年 4月 鈴鹿国際大学国際学部の学部名称を国際人間科学部に変更

（平成22）年 3月 専門学校享栄ビジネスカレッジ廃校

（平成22）年 11月 鈴鹿高等学校全日制課程商業科廃止認可

（平成23）年 2月 鈴鹿短期大学専攻科「健康生活学専攻」設置認可

（平成23）年 4月

（平成24）年 4月 鈴鹿短期大学が鈴鹿国際大学郡山キャンパスへ移転

（平成25）年 11月 学校法人享栄学園 創立100周年

（平成26）年 3月 ３法人（享栄学園、愛知享栄学園、鈴鹿享栄学園）に分離認可

（平成27）年 4月

（平成28）年 8月 鈴鹿大学こども教育学部設置認可

（平成28）年 11月 鈴鹿大学短期大学部　創立50周年

（平成29）年 4月 鈴鹿大学こども教育学部開設

鈴鹿短期大学生活学科の学科名称を生活コミュニケーション
学科に変更

鈴鹿国際大学の校名を鈴鹿大学に変更

鈴鹿短期大学の校名を鈴鹿大学短期大学部に変更

短期大学部専攻科「こども教育学専攻」設置
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～本学モニュメントの紹介～   『過去・現在・未来』を表現  

 
  日本の古代から伝わる「車輪石（しゃりんせき）」をモチーフとしたモニュメント。 

  太陽、菊の花、ひまわりなどの身近なものを連想させるこの作品は、過去・現在・未来へとつながる人々 

 の営みを表現しています。 
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３．学校法人享栄学園 組織図　　平成29（2017）年５月１日現在

別表１（第31条第３項及び第35条関係）組織図

評議員会

理事会

監　事

内部監査室 常任理事会

国際人間科学部

こども教育学部

教務・学生支援部

入試広報キャリア部

大学・短期大学部事務局

鈴鹿大学

大学院国際学研究科

鈴鹿大学短期大学部 生活コミュニケーション学科

専攻科

附属図書館
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４．役員　　平成30（2018）年３月31日現在

定数　理事５～９名、監事２名

現員　理事　　６名、監事２名

理 事 長 監 事

理 事 監 事

理 事

理 事

理 事

理 事

※私立学校法により、学校法人の役員は、理事及び監事とし、代表権は、理事長にあると定められ

　ている。

　また、同法で、「学校法人に、理事をもって組織する理事会を置く。」「理事会は、学校法人の

　業務を決し、理事の職務の執行を監督する。」と定められており、理事会は、学校法人の決議機

　関となる。

※監事は、同法により、その職務を学校法人の業務及び財産の状況を監査することと定められ、理

　事会に出席し意見を述べ、監査報告書を作成し、理事会・評議員会に提出します。監事の選出に

　当たっては、理事、評議員又は学校法人の職員と兼ねてはならないとし、監査の公正を保ってい

　る。

５．評議員　　平成30（2018）年３月31日現在

現員　　　13名　　 50音順

※評議員会は、学校法人の重要事項（予算、借入金、基本財産の処分、事業計画、寄附行為の変更

　等）について、理事長から意見を求められる諮問機関となる。

山 田　芳 子

川 又　俊 則 髙 久　岳 博

成 川　総 一 増 田　文 子

久保　さつき河 田　勝 正

氏 名

髙 久　岳 博

学外理事井 上　昭 次

備 考

鈴鹿大学学長
鈴鹿大学短期大学部学長

宇都木　　寧

氏 名

学外理事

定数　11～19名

常務理事
内部監査室長

鳥 居　俊 彦

市 野　聖 治

佐々木　史郎垣 尾　和 彦

田 中　秀 人

梅 田   　肇荒木田　　豊

元 木 ひとみ 山 口　久 彦

梅 原　頼 子

学外理事

宇都木　　寧
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６. 学生数　　平成29（2017）年５月１日現在

（単位：人）

開校年度 入学定員数 収容定員数 現員数

平成10年度 10 20 23 

平成６年度 募集停止 160 83 

平成27年度 100 310 304 

平成29年度 80 80 20 

190 570 430 

昭和41年度 募集停止 40 27 

40 80 88 

50 140 103 

平成23年度 専攻科　健康生活学専攻 5 10 5 

平成27年度 専攻科 こども教育学専攻 5 10 5 

100 280 228 

290 850 658 

７. 教職員数　　平成29（2017）年５月１日現在

（単位：人）

常勤 非常勤 常勤 非常勤

0 0 1 1 1 1 2

36 11 18 1 54 12 66

15 19 10 3 25 22 47

51 30 29 5 80 35 115

鈴鹿大学短期大学部
生活コミュニケーション学科
　　生活コミュニケーション学専攻

合　計

常勤計 非常勤計 合計

法　　　　　人

鈴　鹿　大　学

鈴鹿大学短期大学部

生活コミュニケーション学科
　　食物栄養学専攻

計

合　計

部門
教員 職員

生活コミュニケーション学科
　　こども学専攻

設置する学校 学部・学科等

鈴　鹿　大　学 大学院　国際学研究科

国際人間科学部　国際学科

計

国際人間科学部　国際学科

こども教育学部　こども教育学科
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８.　入学試験の状況　　平成29（2017）年度入試、平成30（2018）年度入学生

国際人間科学部 （単位：人）

募集人数
2016年度
合格者数

2017年度
合格者数

前年度比
増減

前年度比

ＡＯ一般型 一般対象 12 12 0 100.0%

シニア 0 0 0 ―

グループ校 0 0 0 ―

20 12 12 0 100.0%

推薦入試 指定校推薦 2 3 1 150.0%

自己推薦型 0 1 1 ―

スポーツ推薦型 28 28 0 100.0%

社会人・シニア 5 0 0 0 ―

外国人留学生 57 95 38 166.7%

現地 18 0 △ 18 ―

グループ校 10 4 0 △ 4 ―

一般入試 基礎学力型 10 2 3 1 150.0%

センター入試利用 5 2 0 △ 2 ―

80 113 130 17 115.0%

100 125 142 17 113.6%

国際人間科学部編入学生 （単位：人）

募集人数
2016年度
合格者数

2017年度
合格者数

前年度比
増減

前年度比

編入学 一般 4 0 △ 4 ―

外国人留学生 4 13 9 325.0%

現地 4 2 △ 2 50.0%

社会人・シニア 0 0 0 ―

10 12 15 3 125.0%

大学院 （単位：人）

募集人数
2016年度
合格者数

2017年度
合格者数

前年度比
増減

前年度比

ＡＯ シニア・社会人 1 2 5 2 250.0%

1 2 5 3 250.0%

大学院入試 一般 3 0 △ 3 ―

外国人留学生 4 5 1 125.0%

現地 1 0 △ 1 ―

社会人・シニア 1 0 △ 1 ―

9 9 5 △ 4 55.6%

10 11 10 △ 1 90.9%

種別

10

9

小計

入試区分

種別

小計

合計

入試区分

合計

種別

20

20

30

入試区分

合計

小計

小計
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こども教育学部 （単位：人）

募集人数
2016年度
合格者数

2017年度
合格者数

前年度比
増減

前年度比

ＡＯ一般型 20 1 5 4 500.0%

小計 20 1 5 4 500.0%

推薦入試 指定校推薦 10 7 △ 3 70.0%

公募推薦 1 4 3 400.0%

スポーツ推薦型 3 7 4 233.3%

社会人・シニア 若干名 3 0 △ 3 ―

グループ校 5 2 2 0 100.0%

一般入試 30 1 1 0 100.0%

センター試験利用 5 0 4 4 ―

60 20 25 5 125.0%

80 21 30 9 142.9%

短期大学部 （単位：人）

募集人数
2016年度
合格者数

2017年度
合格者数

前年度比
増減

前年度比

ＡＯ 50 45 41 △ 4 91.1%

50 45 41 △ 4 91.1%

推薦 特待生 若干名 4 1 △ 3 25.0%

指定校推薦 15 17 18 1 105.9%

推薦 5 4 8 4 200.0%

社会人 10 5 11 6 220.0%

シニア 若干名 4 4 0 100.0%

留学生 若干名 0 2 2 ―

グループ校 5 3 4 1 133.3%

学力入試 5 3 3 0 100.0%

40 40 51 11 127.5%

90 85 92 7 108.2%

短期大学部　専攻科 （単位：人）

募集人数
2016年度
合格者数

2017年度
合格者数

前年度比
増減

前年度比

健康生活学専攻 5 1 7 6 700.0%

こども教育学専攻 5 3 4 1 133.3%

10 4 11 7 275.0%

20

種別

種別

合計

入試区分

種別

合計

小計

入試区分

入試区分

小計

合計

小計
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９. 就職・進学状況　　平成30（2018）年３月31日現在

鈴鹿大学

＜卒業者就職状況＞

平成30（2018）年3月31日現在

■ 建設・不動産

■ 製造

＜主な就職先＞

□ 製造業

□ 卸小売業

□ サービス業

　厳しい社会状況の中で、鈴鹿大学は、卒業生の進路決定について高い実績を維持してい
ます。

　鈴鹿大学の平成29（2017）年度卒業生は、就職決定率９７％を達成しました。４年間の
在籍期間を通じて、一人ひとりに合わせた面談を行い、就労支援を行います。また、卒業
後の進路まで、しっかりサポートしています。

㈱エイジェック

ハタス㈱ ㈱ＳＨシステムマネジメント ㈱ベジコープ

リゾートトラスト㈱

㈱アスト

業種

タカノフーズ関西㈱

リコージャパン㈱三重支社

㈱丸協食産

㈱ブリジストンタイヤジャパン

㈱ナリタ

㈱ヒサダ

■ 公務員

比率(%)

53.0

31.0

2.0

10.0

㈱モリトー

4.0

特別養護老人ホーム吉祥苑

足利印刷㈱

システムサポート㈱

鈴鹿日本語学院

イオンディライトセキュリティ㈱

㈱エントリー

㈱四季リゾーツ

三重金属工業㈱

日産プリンス三重㈱

ウェルシア薬局㈱

㈱ビッグモーター

㈲鈴峰

■ サービス

■ 卸小売

㈱トヨタレンタリース群馬

中部製罐㈱

㈱ドウシシャ

㈱バロー

東洋化工機㈱

イスコジャパン㈱

協働組合グラン

㈱香恋の里しもやま観光協会

㈱ＦＭＧ

サービス 

53.0% 卸小売 

31.0% 

建設・不

動産 

2.0% 製造 

10.0% 

公務員 

4.0% 
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□ 建設業

□ 公務員

□ 主な進学先

鈴鹿大学短期大学部

平成29（2017）年度　こども学専攻　就職・進学状況

＜卒業者就職状況＞

平成30（2018）年3月31日現在

　厳しい社会状況の中で、鈴鹿大学短期大学部は、卒業生の進路決定について高い実績を
維持しています。

　鈴鹿大学短期大学部の平成29（2017）年度卒業生は、就職決定率100％を達成しました。

　鈴鹿大学短期大学部では、学生を単に会社に就職させるのでは無く、即戦力となる人材
を、２年間の学修過程で養成しています。就職では無く、更に知識を深めるために進学を
選択する学生も居ます。

　鈴鹿大学短期大学部は、２年間の在籍期間を通じて、一人ひとりに合わせ、一人ひとり
が納得する卒業後の進路までを、しっかりサポートしています。

■ 進学 8.0

■ 認定こども園 6.0

■ その他 3.0

■ 幼稚園 3.0

■ 施設 10.0

■ 一般企業、病院等 10.0

業種 比率(%)

■ 保育園 60.0

三重大学大学院　立命館大学大学院鈴鹿大学大学院

津市役所臨時職員自衛隊一般曹候補

石鈴産業㈱

保育園 

60.0% 

幼稚園 

3.0% 

施設 

10.0% 

一般企

業、病院

等 10.0% 

進学 

8.0% 

認定こど

も園 

6.0% 

その他 

3.0% 
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＜主な就職先＞

○ 公立園

志摩市（保育士） 度会町（臨時保育士） 津市（臨時保育士）

○ 認定こども園

明和ゆたか園 多気の杜ゆたか園

○ 三重県内私立幼稚園

めぐみの園幼稚園 津幼稚園

○ 三重県内私立保育園

大安中央保育園 鼓ヶ浦保育園 つぼみ保育園

まちなかフジ保育園 庄内青い鳥保育園 みどり保育園

内部ハートピア保育園 ひばり保育園 第二はなこま保育園

いずみ保育園 片田保育園　 つくし保育園

日永保育園 津カトリックこども園 わかすぎ第三保育園

長太ノ浦保育園 白塚愛児園　　 ㈱森伸（もりの実保育園）

ドリームハウス保育園 ゆたか保育園　 えがお保育園

ひので保育園 さくら保育園（津市）

○ 三重県外私立保育園

茶々保育園

○ 施設

聖母の家 児童養護施設　真盛学園

児童養護施設里山学院 放課後等デイサービス ひかりクラブ

児童養護施設みどり自由学園

○ 進学

　ユマニテク医療福祉大学校

○ 一般企業

㈱志摩スペイン村  ㈱シュテルン三重 ㈱かとう製菓

おざき内科クリニック ㈱メガネトップ

鈴鹿大学短期大学部　専攻科

㈱コスモ鑑定コンサルタント

㈱エンジョィスマイルランド
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平成29（2017）年度　食物栄養学専攻　就職・進学状況

＜卒業者就職状況＞

平成30（2018）年3月31日現在

＜主な就職先＞

○ 委託給食

富士産業㈱ ㈱ニチダン ㈱東洋食品

㈱トモ ㈱魚国総本社　 日本ゼネラルフード㈱

○ 直営給食関係施設

主体会病院 白鷺病院 上里保育園

○ 食品関係企業

㈱山吉 ㈱竹屋 王将フードサービス㈱

㈱コイサンズ

○ その他企業

㈱中村製作所 三重三菱自動車販売㈱ ㈱エンジョィスマイルランド

㈱トヨタレンタリース三重 ㈱ホンダカーズ三重

○ 進学

岐阜女子大学 京都栄養医療専門学校

■ その他 8.0

■ 委託給食会社 40.0

■ 直営給食関係施設 15.0

業種 比率(%)

■ 進学 5.0

■ 食品関係企業 17.0

■ その他企業 15.0

委託給食

会社 

40.0% 

直営給食

関係施設 

15.0% 

食品関係

企業 

17.0% 

その他企

業 15.0% 

進学 

5.0% その他 

8.0% 
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　Ⅱ．事業の概要

１. 中期事業計画（平成28（2016）年度～平成32（2020）年度）
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２. 学校法人

[１]　経営力

（1） 財政基盤の確立と財務体質の強化

①　入学定員の確保

　　社会的機関としての大学経営健全化を図るためには、定員充足は必要不可欠

　である。継続的に全学挙げての募集活動に取り組み、定員充足達成を目指した。

（単位：人）（単位：％）

結果

国際人間科学部 ○

（３年次編入） ○

大学院 ○

こども教育学部 ×

×

短期大学部 ×

専攻科 ○

×

×

　　結果として、国際人間科学部、大学院、専攻科については、達成することが

　できた。しかし、こども教育学部の入学定員充足率は、深刻な状況であること

　から、入学定員の見直しも含め、早急に対応策を検討する必要がある。

②　外部資金および補助金等獲得体制の強化

　　収入確保は、必須の課題である。平成29（2017）年度も引き続き、補助金獲

　得プロジェクトチームを中心に課題解決を行い、補助金を獲得した。

　改革総合支援事業 ○

　教育研究活性化設備整備事業 －

　経営強化集中支援事業 ×

　特別補助金 ○

　　結果として、補助金獲得プロジェクトチームによる外部資金の獲得活動は、

　平成28（2017）年度において獲得することができた「経営強化集中支援事業」

　について、選定ラインに届かず、本年度は獲得することができなかった。当該

総合計

補助金名称

各２件

平成28年度

実　　　績

対象外

不採択

大９件・短５件

各１件

各１件

各２件

募集定員 入学定員
充 足 率

129.0

140.0

100.0

H30年度
入学者数

10

95.0

30.0

85.8

平成29年度

目　　　標

各２件

89.0

平成29年度

実　　　績

93.3

110.0

10

各２件

各１件

各１件

大学１件

大
学

129

( 14 )

100

( 10 )

24

163

84

11

95

80

190

90

10

100

大学　計

短期大学部　計

結果

258290
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　補助金は、予算上見込んでいたこともあり、経営悪化の大きな要因となった。

　　今後の課題として、補助金獲得プロジェクトチームの活動内容の見直しと、

　補助金に頼らない財務体質とすべく、早急に対策を検討する必要がある。

　　また、研究活動をより充実させるため、科学研究費助成事業の採択率向上を

　図った。平成29（2017）年度は、附属図書館において、具体的な取り組みを企

　画・立案し、運用を行った。大学・短期大学部併せて採択率20％（約10名）を

　目指した。

結果

　国際人間科学部 71% 分担1 6% ×

　こども教育学部 67%
代表2
分担1 38% ○

　短期大学部 71% 分担1 8% ×

　　結果として、採択率20％（約10名）を達成することができなかった。

　　今後についても、継続して採択率を向上するための方策を検討していく。

③　内部留保金の確保

　　より一層安定した経営基盤を確保するため、財務指標の目標値必達のための

　方策を講じ、内部留保の比率を高める。

　　平成29（2017）年度末の各比率については、以下のとおりである。

事業活動収支差額比率 ×

人件費比率 ×

教育研究経費比率 ○

管理経費比率 ×

人件費依存率 ×

基本金組入後収支比率 ×

経常収支差額比率 ×

教育活動収支差額比率 ×

　　結果として、教育研究経費比率以外、達成することができなかった。

　　未達となった要因は、こども教育学部の入学者数の大幅減数による学生生徒

　等納付金収入および経常費等補助金収入の減収が大きい。

　　今後の課題として、収入を安定させることで、収入に見合った比率の検証が

　可能となるため、なんとしても収入を安定することが急務となる。

12名中８名

大
学

△0.6% △9.6%

62.9%

127.2%

   0％以上 

収入と支出の
バランスを表
す指標

   0％以上 

  30％以上 

結果

87.5%

指　　　標

経営状況を表
す指標

支出構成の適
切さを表す指
標

申請件数 採択件数

17名中12名

37.7%

△3.0%

83.6%

 100％未満 111.6%

  78％未満 

　 5％未満 8.3%

△9.6%

比　率　名
実 績 値

8.0%

平成29年度

実 績 値

55.4% 　58％未満 

目 標 値

平成28年度 平成29年度

△9.6%△2.8%

８名中３名

17名中１名24名中17名

12名中１名

38.6%

   0％以上 
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（2） ガバナンス及び内部統制の強化

　ＳＤの義務化に伴い、教職員全体の業務水準や知識、情報量を平準化するため、

定期的に勉強会（ＳＤ研修会）を実施した。主な実施項目は以下のとおりである。

　結果として、ＦＤ研修会とともに全教職員に対する研修会を実施することがで

きた。

　今後についても、継続して研修会を実施し、内容については、毎年実施するも

の、ステップアップしていくものなど精査しながら計画的に行っていく。

（3） 施設設備の充実

　老朽化および財務面の制約の中で、施設・設備関係費用については、費用対効

果を検証し、営繕・改修計画を立案・実施を行った。

　施設の老朽化に伴う改修工事は、全体的な改修箇所の洗い出しを行い、優先順

位を決めて、計画的に実行した。

　平成29（2017）年度実施した主な改修工事等は、以下のとおりである。

　トイレ洋式化改修工事 円

　各講義室教育備品整備工事 円

　中庭インターロッキング整備および樹木伐採工事 円

　給水ポンプ改修工事 円

　焼却炉撤去および大規模不用品廃棄処分 円

　グラウンド設備設置工事 円

円

12月

９月

9～10月

実施月

８月

８月

理事長

12月

本学におけるキャリア支援体制について

平成28年度決算値比率による財務分析

改革総合支援事業補助金の基礎知識

最近の私立大学をめぐる行政の動向

私立大学はなぜ危ういのか
－「生き残り」には何が必要か？

11月

大学設置基準を学ぶ

講師

「ＳＤの義務化」を理解する

【課題提出】「私立大学はなぜ危ういのか」
通読のうえ、自らの取組むべき課題を報告

９月

3,002,400

4,879,332

財務課長

グローバル化へのＳＤの対応
　鈴鹿大学ＦＳＡチームの取り組み

総務課長

理事

※外部講師

学生支援課主任

改修等工事項目 実施金額

3,672,000

1,663,200

2,118,960

1,603,800

入試広報キャリア課長

ＳＤ研修会項目

財務課長

事務局長代理

10月

16,939,692合　　計
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　結果として、学生が安全で安心して学べる環境と美化に努めることができた。

　今後についても、経営状況を見ながら計画的に実施し、安全で安心できる環境

整備と美化に努めて行く。

３. 鈴鹿大学、鈴鹿大学短期大学部

[２]　募集力

（1） 社会的責務としての定員充足達成とその継続 

　平成29（2017）年度の入学者数は、以下のとおりとなった。

 国際人間科学部

 （編入） －

 こども教育学部

 大学院

 短期大学部

 専攻科

　国際人間科学部、大学院および専攻科は、募集目標を達成することができた。

（2） 県内高校生（若年層）への広報強化

・ホームページやＳＮＳは継続して更新することができた。

・ガイダンスは昨年度よりも本数を増やして実施することができた。

・オープンキャンパスは、ＳＵＺＵＫＡ９による企画・運営を実施することがで

　きた。

・ＳＵＺＵＫＡ９による学生広報誌ＣｏｍＣａｍを２号発行することができた。

・ＳＵＺＵＫＡ９によるInstagram、Twitter、Facebookでの情報発信を行うこと

　ができた。

（3） 年齢や国籍を問わない多様性のある募集への移行

・シニア世代向けのパンフレットを作成し、広報を行った。

・シニア学生を中日新聞で取り上げてもらった。

・現地入試は従来通り実施することができた。

・入試業務委託契約については、中国：中日交流誌、台湾：合南留学センター、

　桜前線日本語学校、ＪＰＴＩＰ日本語学校、韓国：Dr.朴日本語専門学院との

 10名（ 10名） 

79名（ 90名） 

 ４名（ 10名）  11名（ 10名） 

115名（100名） 

 20名（ 80名） 

129名（100名） 

 14名（ 10名） 

 24名（ 80名） 

 11名（ 10名） 

入学者数（定員）

 84名（ 90名） 

平成30年度平成29年度

入学者数（定員）
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　締結を行った。

・入試に係る広報について、台湾の首府大学との協定を締結した。

（4） 自ら課題を発見し、問題解決し、世界に発信することのできる学生の募集 

・本学が求める学生像を伝えるために、ブランディングを行った。

・「つなぐひとになる」「地域の中の“世界”を見つめる」というキャッチコピ

　ーを決定した。

・キャッチコピーに合致するＴＳＵＮＡＧＵ　ＰＲＯＪＥＴを立ち上げ、仕組み

　を構築した。

（5） 三重県国体に向けた運動クラブの募集強化

・強化クラブ支援金が贈呈された。

・大学から硬式野球部にバッティングゲージ１基が購入された。

・鈴鹿高等学校との合同女子バレーボールチーム「ＳＵＺＵＫＡ」の支援を行っ

　た。

[３]　教育力

（1） 他校にない特色（魅力品質）づくり

＜鈴鹿大学・鈴鹿大学短期大学部＞

　１年生が全員履修する「鈴鹿学」は、本学が所在する鈴鹿市の特色を知り、鈴

鹿の抱える課題について考え、理解を深めることを目的としている。本年度のテ

ーマ「鈴鹿市内の公共交通」の内容は地域連携事業「駅プロジェクト」に発展、

平成29（2017）年度の全学的事業として位置づけることができた。

＜国際人間科学部＞

　履修証明プログラムは、ビジネスイノベーション、こども教育、日本語教授法、

音楽療法プログラムを設定した。日本語教授法プログラム１名の受講があったが、

シニアの入学につなげることはできなかった。多くの留学生の入学を考慮して、

日本語関連科目の教学内容に関しては、再履修クラスを設け、大学での講義を理

解できる日本語力習得を目的として日本語教育の内容を充実させた。

＜こども教育学部＞  

  幼児教育現場への見学実習、教育現場の現職者講話により、幼児教育・養護教

育への関心を高める教育を行った。また、学校ボランティア・教育アシスタント

を推奨し、実践教育に努めた。実習指導のガイドブック作成は検討を行った。

＜短期大学部＞
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　子育てイノベーションセンター活動で高大接続プログラムを構築した。センタ

ーの活動として、子育て支援探検隊、すずたん広場、ランニングバイク等であっ

た。

（2） 在学生の満足度向上

＜国際人間科学部＞

　多くの留学生が入学しているため、教室内での授業の充実に併せて、社会の一

般常識についてオリエンテーション、初年次教育にて逐次教育を実施した。

　同時に日本人学生に対して、国際色豊かな学部の魅力を、英語による授業実施

にて伝えた。

＜こども教育学部＞

　「基礎ゼミナールⅠ・Ⅱ」「キャリアデザイン」を通じて、学力把握、大学生

の学び（図書館、レポート、プレゼン他）外部講師（津市教育委員会、亀山市放

課後支援員）外部者とのワークショップ（三重県教育委員会、社会教育関係者）

など学んだ。

　このことにより、学生の基礎力を付け、積極的に教育活動、対外活動に取り組

む人を育成した。大学生として新たな学び方・態度を確立し、幅広い教育を見学

や参加で体験し、ボランティアへの参加意識を促した。

＜短期大学部＞

　ＩＲ委員会の調査により、学生が一番気にしている事は、就職と授業であるこ

とが明らかとなった。この事を受けて、資格取得・就職支援の充実のため、教員

採用試験対策や個人面接指導を充実させた。

 短期大学部の学友会と大学の学生会が統一され、オール鈴鹿体制が整備された。

（3） 高大接続による単位認定制度の確立

＜国際人間科学部＞

　四日市工業高等学校と高大接続に関する協定を結び、特別聴講生として11名の

生徒を、平成30（2018）年度より英語授業にて受入れを行う。

＜短期大学部＞

　子育てイノベーションセンター活動で高大接続プログラムを構築した。平成30

（2018）年度より鈴鹿高等学校でプログラムを実施する。

（4） 研究に裏付けられた専門教育の提供

＜鈴鹿大学、鈴鹿大学短期大学部＞

　授業に関して、ＦＤ委員会がアクティブ・ラーニングを推進し、全教員がＦＤ
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・ＳＤ研修会に参加した。

　アクティブ・ラーニングが確認できる指標の整備、授業満足度の数値評価は、

未だ行えていない。

　鈴鹿大学・鈴鹿大学短期大学部紀要の健康科学編に９件、人文科学・社会科学

編に20件、生活コミュニケーション学研究所年報に９件論文が掲載された。教職

課程再課程認定に関わる教員も多く投稿しており、今後の授業への反映が期待で

きる。また、新たな科研費獲得者、学位取得者があり、研究に裏付けられた質の

高い教育の提供が期待できる。

（5） 職場で役立つ資格取得の支援

　日本語能力試験Ｎ１

　J.TEST　800点以上

　J.TEST　750点以上

　TOEIC 　800点以上

　TOEIC 　700点以上

　英語検定準１級

 幼稚園教諭２種免許

 保育士資格

 栄養士資格

 栄養教諭２種免許

 養護教諭２種免許

 音楽療法２種認定書

 放課後児童指導員

　ＴＯＥＩＣ検定試験は本学を準会場として開催、13名の学生が受験を行なった。

引続きＴＯＥＩＣの推進を行っていく。外国につながる学生たちに語学力の証明

として履歴書の資格に書くためにもＴＯＥＩＣの受験を勧めている。

　留学生の入学が増えたこともあり、日本語授業がより充実された。留学生が日

本での就職を希望する場合、日本語でのコミュニケーション能力を問われるため、

7名

20名 16名 22名

7名 10名 19名

37名

3名 3名 5名

 レクリエーションインストラクター 2名 4名 2名

5名 21名

0名

〈
鈴
鹿
大
学
短
期
大
学
部
〉

65名 66名 58名

72名 71名 59名

23名 35名

4名

〈

鈴
鹿
大
学
〉

資格内容
平成27年度 平成28年度 平成29年度

実　　績 実　　績 実　　績

2名

1名

1名

8名 14名 12名

1名

1名 0名

1名

1名 2名

2名 0名

0名
　ビジネス会計検定３級
　（大阪商工会議所） 2名 1名

2名 2名 4名

1名

2名

　ﾘﾃｰﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ（販売士）
　検定３級（日本商工会議
所）
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日本語能力検定の受験をするようキャリアデザインの授業においても勧めた。

　短期大学部の平成29（2017）年度卒業生64名のうち、幼稚園教諭免許資格取得

者は58名で90.6％、保育士資格取得者は59名で92.2％の状況であった。資格が取

れずに卒業した２名の卒業生は就職を決め仕事をしながら科目履修生として、卒

業後も資格取得に向けて履修を行う。

　その他資格取得に関しては、放課後児童指導員22名、レクリエーション・イン

ストラクター２名、音楽療法士(２種)７名が資格取得をした。引続き学んで取得

できる資格取得への取り組みを推進する。

（6） 社会の変化に対応した学部・学科改組

＜鈴鹿大学、鈴鹿大学短期大学部＞

　国際人間科学部は、平成31（2019）年度改組及び定員増の申請を行った。国際

地域学部・国際地域学科として３コース制となる。教学目標は「グローバル化す

る地域の課題をビジネスや異文化理解力を通じて解決できる人材の育成」とし、

改組と同時に定員を100名から120名へと20名増を行う。

　定員増申請・改組届け出の本申請は６月を予定している。

　こども教育学部は、開設以来2年間定員未充足のため、定員を80名から50名へ

変更方針を決定した。

　短期大学部は、学科名称変更を現在検討中である。

[４]　就職力

（1） 就職率100％の達成とその継続 

　平成29（2017）年３月卒業生の就職内定状況、大学97.1％(昨年度98.1％)、短

期大学部100％(昨年度100％)であった。企業の採用意欲は高い状況で、学生の売

り手市場が続いている。引続き個別指導に力をいれた指導を行う。

　大学・短期大学部で開講しているキャリアデザインの授業の充実を行ってきた。

　短期大学部のキャリアデザインは、必修化された授業であるにもかかわらず試

験で不合格者が出て、再試験を受けなければならない学生出たのは問題であった。

　進路に関する学生への支援は、大学・短期大学部も教員との情報共有を行ない、

一体感を持ち行なうことができた。

（2） 人口減少対策としての県内での就職強化

　大学・短期大学部それぞれのガイダンスにおいて、社会人や卒業生による外部

からのゲストスピーカーを招いて講話を聞いての意識付けを行った。
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　大学の県内就職状況は一般学生の就職者の50％が県内就職、短期大学部の県内

就職者は100％に近い結果となった。

（3） １年生から全員参加するインターンシップや実習の実施

＜鈴鹿大学＞

　平成29(2017)年度の１年生インターンシップ実施については、昨年度からの見

直しの結果、全員に案内を行い希望学生を募り参加者を決定し実施をすることに

した。

　インターンシップ先への巡回指導は教員が担当して全先を訪問し、インターン

シップ先の要望等の聞き取りを行った。教員が情報を共有することで次年度に向

けての課題解決への対策とした。

＜鈴鹿大学短期大学部＞

　生活コミュニケーション学専攻６名、食物栄養学専攻19名と合計25名が、イン

ターンシップとして研修を実施した。本人が希望するインターンシップ先へのマ

ッチングが行われた。今年度は、できるかぎり実習先を事前に訪問し、通常の単

位実習とインターンシップの違いを説明し、本学の取り組みについて説明後、学

生が事前訪問する方法をとった。

　短期大学部こども学専攻は、実習が多いため、全員が参加するのは難しい。

（4） 地元企業や商工会議所との密接な連携

　本学が加盟している鈴鹿商工会議所のSUZUKA産学官交流会を活用し、積極的な

意見交換を行った。

　特に、短期大学部の食物栄養学専攻生とSUZUKA産学官交流会による産学官連携

として「鈴鹿スイーツプログラム」を継続的に行ってきた。

（5） 起業家を育てるキャリア教育の充実

　キャリアデザインの授業時に、ゲストスピーカーによる講話等を実施した。

以　上　
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　Ⅲ．財務の概要

１. 学校法人会計基準について

＜学校法人の組織形態＞

　企業の代表的組織形態である株式会社は、株主の会社への出資により設立されま

す。この出資は、会社の細分化された持分を表すことになります。

　これに対して学校法人には出資という概念はありません。設立は寄付によって行

われ、学校法人に対する持分が外部に生じることはありません。

　これは、教育の独立性を担保するものであり、所有者の意向を受けて、教育が偏

ることを防止していると言えます。このような違いから、企業における根本規則は

定款と呼ばれていますが、学校法人では寄附行為と呼ばれています。

＜学校法人の決算書の作成義務と学校法人会計基準＞

　学校法人の決算書の作成は、私立学校振興助成法（以下｢助成法｣という。）第14

条第１項と私立学校法（以下｢私学法｣という。）第47条第１項で求められています。

　助成法第14条第１項によると、｢第４条第１項又は第９条に規定する補助金の交

付を受ける学校法人は、文部科学大臣の定める基準に従い、会計処理を行い、貸借

対照表、収支計算書その他の財務計算に関する書類を作成しなければならない。｣と

されており、上記の｢文部科学大臣の定める基準｣が｢学校法人会計基準｣となります。

　助成法は、国及び地方公共団体が行う私立学校に対する助成金、いわゆる補助金

の交付を規定する法規であるため、助成金の公平配分の観点から、その金額の計算

基礎となる決算書の作成基準として、学校法人会計基準を規定しています。

　私学法においても私学法施行規則第４条の４において、一般に公正妥当と認めら

れる学校法人会計の基準に従って決算書を作成するよう取り決められています。

＜学校法人会計基準における決算書＞

　助成法第14条第１項では、｢貸借対照表、収支計算書その他の財務計算に関する書

類を作成しなければならない。｣としており、これを学校法人会計基準第４条におい

てさらに具体的に以下のように規定しています。

○　資金収支計算書並びにこれに附属する内訳表及び活動区分資金収支計算書

　　（資金収支内訳表 、人件費支出内訳表）

○　事業活動収支計算書及びこれに附属する内訳表

　　（事業活動収支内訳表）

○　貸借対照表及びこれに附属する明細表

　　（固定資産明細表、借入金明細表、基本金明細表）
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活動区分資金収支計算書
　資金収支計算書の決算額を３つの活動ごとに区分し、活動ごとの資金の流れを明らか

　にする。→　企業会計でいえばキャッシュフロー計算書に相当する。

資金収支計算書

教 育 活 動 外 収 支

経常的

　当該会計年度に行った諸活動に対応する全ての収入および支出の内容を明らかにし、支払

資金（現預金）のてんまつを明らかにするもの

　近年の施設設備の高度化・財務活動の多様化に対応して、活動区分ごとに現金預金の流
れを区分

　３つの活動区分　「教育活動」　「施設設備等活動」　「その他の活動」　ごとに資金
の流れを把握することができる。

当年度に施設設備の購入があった
か、財源がどうだったかの状況

教 育 活 動 収 支

事業活動収支計算書

支　出

　近年の臨時・事業外の収支の増加を踏まえ、区分経理を導入し、収支を経常的なものと
臨時的なものに、経常的な収支を教育活動と教育活動外に分けて把握することができる。

経常的な収支のうち、本業の教育活
動の収支状況

借入金の収支、資金運用の状況等、
主に財務活動の状況

支　出

収　入

収　入

臨時的

キャッシュベースでの本業の教育活
動の収支状況

収　入

資産売却や処分等の臨時的な収支状
況

教 育 活 動

施 設 整 備 等 活 動

そ の 他 の 活 動

支　出

　当該年度の活動に対応する事業活動収入及び事業活動支出の内容及び基本金組入後の

均衡の状態を明らかにするもの

経常的な収支のうち、財務活動によ
る収支状況

特 別 収 支

解説 

解説 
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＜事業活動収支計算書　区分＞

① 教育活動収支

② 教育活動外収支

③＝①＋②

経常収支

④ 特別収支

⑤＝③＋④

⑦ 当年度収支差額

⑧

⑨

「基本金の部」と「消費収支差額の部」を合わせて「純資産の部」とすること。
　→　保有する資産の調達源泉（他人資本・自己資本）を明確にする。

基本金組入前
当年度収支差額

経常的な収支のうち、本業の教育活動の収支状況を見る。

経常的なバランスを見る。

内容区分

資産売却や処分等の臨時的な収支状況を見る。

経常的な収支のうち、財務活動による収支状況を見る。

毎年度の収支バランスを見る。
（いわゆる帰属収支差額比率）

前年度
繰越収支差額

翌年度
繰越収支差額

他人資本

基本金組入額
学校法人を維持するために必要な資産を継続的に保持するための
組入れ額

長期の収支バランスを見る。（旧：消費収支差額）

貸借対照表

当該会計年度末の財政状態（運用形態と調達源泉）を明らかにするもの

⑥

自己資本

資産の部

負債の部

純資産の部

100

20

80

運用形態 調達形態

解説 
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＜学校会計の用語＞

【資金収支・事業活動収支計算書に共通で記載される主な科目】

学生生徒等納付金収入 授業料・施設設備金・入学金など学生から納付される収入。

手数料収入 入学検定料、試験料、証明書発行手数料などの収入。

寄付金収入 金銭やその他の資産等贈与された収入で、用途指定のある

特別寄付金と用途指定のない一般寄付金がある。

補助金収入 国、地方公共団体及びこれに準ずる機関から交付される補助

金。

付随事業・収益事業収入 外部から委託を受けて行う事業の収入。

受取利息・配当金収入 預貯金・有価証券の運用から得た利息や配当金などの収入。

雑収入 各収入に含まれない収入で、学校法人に帰属する収入。

人件費支出 教職員に支給する本俸、期末手当、その他の手当及び所定福

利費、役員に支払う報酬、退職金などの支出。

教育研究経費支出 教育研究活動に要する経費や学生の厚生補導に要する経費。

管理経費支出 総務・人事・経理業務や学生募集に要する経費で、教育研究

以外のために支出する経費。

【資金収支計算書にのみ記載される主な科目】

資産売却収入 土地や建物、有価証券等固定資産を売却した場合の収入。

前受金収入 翌年度入学生に係る学生生徒等納付金収入等、当年度に納入

された収入。

その他の収入 各収入科目に含まれない収入。

資金収入調整勘定 実際の資金の入金がなく、当年度の諸活動に対応する収入と

して計上された収入項目を調整するもの。

前年度繰越支払資金 前年度より繰り越された現預金の額。

施設関係支出 土地・建物・構築物等の固定資産を取得するための支出。

設備関係支出 教育研究用備品、管理用機器備品、図書等固定資産を取得す

るための支出。

資産運用支出 有価証券の購入等、資産運用に係る支出。

その他の支出 各支出科目に含まれない支出。

資金支出調整勘定 実際の資金の支出がなく、当年度の諸活動に対応する支出と

して計上された支出項目を調整するもの。

翌年度繰越支払資金 当年度の収入・支出が確定した時点での現預金の残高で、翌

年度に繰り越されるもの。

資金収支計算書

科目名 解説

科目名 解説
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【事業活動収支計算書にのみ記載される主な科目】

資産売却差額 資産を売却した際に、売却額が帳簿価格より高い金額で売却

した場合に生じる差額。

資産処分差額 資産を売却した際に、売却額が帳簿価格より低い金額で売却

した場合に生じる差額。

徴収不能額等 未収入金のうち、徴収不能と判断した額。

基本金組入額 学校法人が教育研究活動の計画に基づき必要な資産を継続的

に保持するためのもので、事業活動収入から組み入れた額。

以下４つに分類。

■第１号基本金：学校法人が取得した固定資産の額。

■第２号基本金：将来取得する固定資産の取得に充てる金銭

　　　　　　　　その他の資産の額。

■第３号基本金：基金として継続的に保持・運用する金銭そ

　　　　　　　　の他の資産の額。

■第４号基本金：恒常的に保持すべき資金として別に文部科

　　　　　　　　学大臣が定める額。

【貸借対照表に記載される主な科目】

有形固定資産 １年を超えて使用される有形の資産で、土地や建物、備品

など。

特定資産 使途が特定された預貯金など。

その他の固定資産 有形固定資産・特定資産以外の固定資産で、有価証券や電話

加入権など。

流動資産 現金預金、未収入金（学生生徒等納付金等）など。

固定負債 退職給与引当金など。

流動負債 未払金、前受金、預り金など。

事業活動収支計算書

貸借対照表

科目名 解説

科目名 解説
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（１）事業活動収支計算書関係比率

基本金組入後収
支比率

寄付金/事業活動収入寄付金比率

学生生徒納付金/経常収
入

学校法人の本業ともいうべき「学生生徒等納付金（授業料、
入学金等の収入）」に占める人件費の割合を示す比率

教育研究活動の維持・発展のために不可欠なものであり、事
業活動収支の均衡を失しない限り高くなることが望ましい。

教育研究活動以外に対し支出された経費。学校法人の運営に
は、ある程度の経費支出は止むを得ないが比率として低いほ
うが良いとされている。

算出方法比率名

財務比率

解説

学生生徒等納付
金比率

人件費の経常収入に対する割合を示す重要な比率
この比率が高くなると支出全体を大きく膨張させ悪化を招き
やすい。低い値が良いとされている。

経常収支差額/経常収入経常収支差額比
率

教育活動収支差
額比率

教育活動収支差額/教育
活動収入計

事業活動支出/（事業活
動収入-基本金組入額）

事業活動収支差
額比率

基本金組入前当年度収支
差額/事業活動収入

経常的な収支バランスを表す比率で、経営の健全性を示す代
表的な指標
この比率は臨時的な収支を考慮しない、通常の事業活動によ
る収支バランスを示す比率のため、支出超過の場合は、財政
がひっ迫していることを表しており、早急な改善が求められ
る。

本業である教育活動の収支バランスを表す比率
学校本来の教育活動による収支差額を表しており、本業であ
る教育活動収入の範囲内で、どの程度余裕を持って運営でき
ているかを把握することができる。

事業活動支出と事業活動収入から基本金組入額を減じた額に
対する割合
この比率が100％を超えると、支出が収入を上回り当年度収
支差額が支出超過（赤字）となり、100％未満であると収入
超過（黒字）となる。

寄付金の事業活動収入に占める割合
寄付金は、私立学校にとって重要な収入源であり、一定水準
の寄付金収入が継続して確保されることは、経営安定のため
には好ましい。高い値が良いとされている。

国又は地方公共団体から交付される補助金の事業活動収入
（全収入）に占める割合

学生生徒等納付金の経常収入に占める割合
重要な自己財源であるため、安定的に推移することが経営的
には望ましい。

人件費比率 人件費/経常収入

教育研究経費比
率

教育研究経費/経常収入

管理経費比率 管理経費/経常収入

人件費依存率 人件費/学生生徒等納付金

補助金比率 補助金/事業活動収入

基本金組入前当年度収支差額の事業活動収入に対する割合
この比率がプラスで大きくなるほど自己資金は充実されてい
ることとなり、経営に余裕があるとみなすことができる。
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（２）活動区分資金収支計算書関係比率

（３）貸借対照表関係比率

（※） 運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券

要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋２号基本金＋３号基本金

積立比率（※）

負債比率 総負債/純資産

流動資産/流動負債

固定比率

比率名

固定長期適合率

流動比率

固定資産/純資産

運用資産/要積立額

財務の健全性を判断するための指標の一つで、数値が低いほ
ど安全性が高い。
自己資本に加えて、返済期間の長い長期借入金や社債などの
固定負債も考慮する。

財務の健全性を判断するための指標の一つで、数値が低いほ
ど安全性が高い。
固定資産が自己資本の範囲内で賄われているかをみる指標

比率の説明

総資本（総資産）のうちどの程度が自己資本でまかなわれて
いるかを示す指標

どの程度保有資産の裏付けがあるかを表す指標
この比率が高いほど、「ヒト、モノ（施設設備）」に対する
蓄えが出来ているという状態を表している。

流動資産と流動負債の金額を比較することで学校の短期的な
支払能力を簡易的に判断する指標

自己資本に対して、何倍の他人資本を使用しているか、負債
の割合を示す指標

算出方法

純資産/負債+純資産

固定資産/(純資産+固定
負債)

純資産構成比率

比率名 算出方法 比率の説明

教育活動資金収
支差額比率

教育活動資金収支差額/
教育活動資金収入計

教育活動資金収支差額の教育活動資金収入に占める割合を示
し、学校法人における本業である「教育活動」でキャッシュ
フローが生み出せているかを測る比率
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２. 決算の概要　　平成29（2017）年度第２回補正予算比較

（１）決算の概要

① 事業活動収支計算書（旧：消費収支計算書）

事業活動収支計算書とは・・・

　「事業活動収支計算書」は、現行の「消費収支計算書」にはない「区分経理」が導入

されました。

　私立学校を取り巻く経営環境の変化等により、近年「臨時的」「事業外」の収支が増

加傾向にありますが、現行の「消費収支計算書」では「経常的収支」「臨時的収支」の

区別がないため、全体の収支把握はできてもそれぞれの収支状況を適切に把握できない

という難点がありましたが、これらを区分し、さらに経常的な収支について「教育活動

収支」「教育活動外収支」に細区分することにより、それぞれの収支状況を把握できる

ようにすることで、他法人との比較可能性も高まり、経営判断に役立つものとされてい

ます。

　教育活動収支差額は△79,895千円、教育活動外収支差額は149千円、両方を合わせた

経常収支差額は△79,746千円となった。

　この結果、前年度繰越収支差額△25億27,965千円に、基本金組入後の当年度収支差額

△94,261千円および基本金取崩額1,879千円を合わせた翌年度繰越収支差額が、△26億

20,347千円となった。

■事業活動収支計算書（平成29（2017）年度第２回補正予算対比）

（単位　千円）

科　目 予算（Ⓑ） 決算（Ⓐ） 差異（Ⓐ-Ⓑ）

 A：教育活動収支差額 △ 70,622 △ 79,895 △ 9,273

 B：教育活動外収支差額 22 149 127

 C：経常収支差額（A＋B） △ 70,600 △ 79,746 △ 9,146

 D：特別収支差額 0 △ 111 △ 111

 E：予備費 10,000 0 △ 10,000

  F：基本金組入前当年度収支差額（C＋D-E） △ 80,600 △ 79,857 743

 G：基本金組入額合計 △ 6,913 △ 14,404 △ 7,491

 H：当年度収支差額（F－G） △ 87,513 △ 94,261 △ 6,748

 I：前年度繰越収支差額 △ 2,527,965 △ 2,527,965 0

 J：基本金取崩額 0 1,879 1,879

 K：翌年度繰越収支差額（H＋I＋J） △ 2,615,478 △ 2,620,347 △ 4,869

本業である教育活動
の収支バランスを判断
する指標

経常的な事業活動が
安定的かを判断する
指標

一時的に発生する臨
時的収支差額

【旧：帰属収支差額】

単年度における事業
活動全体の収支差額

【旧：消費収支差額】
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② 資金収支計算書

資金収支計算書とは・・・

　資金収支計算書に加え、資金収支計算書を組み替えた「活動区分資金収支計算書」の

作成が新たに義務付けられました。

　現行の資金収支計算書には、別途分析を行わないと資金の動きが見えないという欠点

があります。そこで、収支をそれぞれ「教育活動」「施設整備等活動」「その他の活動

」の３ つに分けて、区分ごとに学校法人の資金の流れを把握できるよう組み替えたの

が「活動区分資金収支計算書」です。中でも教育活動資金収支差額からは、学校法人の

基礎的資金獲得能力を知ることができ、学校が長期経営計画を策定する上で有用な情報

となると思われます。

　資金収入は、前年度繰越支払資金の3億66,744千円と当年度資金収入8億64,288千円に

より、12億31,032千円となった。

　資金支出は、12億31,032千円となり、当年度資金支出8億44,240千円を差引いた3億

86,792千円が、翌年度繰越支払資金となった。

■資金収支計算書（平成29（2017）年度第２回補正予算対比）

（単位　千円）

1,231,032

科　目 予算（Ⓑ）

資金収入の部　合計 1,264,408 △ 33,376

差異（Ⓐ-Ⓑ）

前年度繰越支払資金 366,744 366,744 0

当年度資金収入 897,664 864,288 △ 33,376

決算（Ⓐ）

当年度資金支出 890,975 844,240 △ 46,735

翌年度繰越支払資金 373,433 386,792 13,359

資金支出の部　合計 1,264,408 1,231,032 △ 33,376

- 34 -



（２）事業活動収支計算書 （単位：千円）

学生生徒等納付金

手数料

寄付金

経常費等補助金

付随事業収入

雑収入

　教育活動収入　計　①

人件費

教育研究経費

管理経費

徴収不能額等

　教育活動支出　計　②

教育活動収支差額③（①－②）

受取利息・配当金

その他の活動外収入

　教育活動外収入　計　④

借入金等利息

その他の教育活動外支出

　教育活動外支出　計　⑤

　経常収支差額　⑦（③＋⑥）

資産売却差額

その他の特別収入

　特別収入　計　⑧

資産処分差額

その他の特別支出

　特別支出　計　⑨

特別収支差額⑩（⑧－⑨）

68,861

592,981 593,168 187

12,922

1,434

0 0

503

859,613 824,415 △ 35,198

△ 31,672

72,144 △ 3,283

1,323 1,323

0 1,323

1,434

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　目 予算（Ⓑ） 決算（Ⓐ） 差異（Ⓐ-Ⓑ）

14,078 1,156

1,000 2,477 1,477

222,622 168,968 △ 53,654

7,081 11,981 4,900

23,007 33,743 10,736

事
業
活
動

 
支
出
の
部

科　目 予算（Ⓑ） 決算（Ⓐ） 差異（Ⓐ-Ⓑ）

515,211 519,122 3,911

342,880 311,208

0 5,119 5,119

930,235 904,310 △ 25,925

△ 70,622 △ 79,895 △ 9,273

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

　
収
入
の
部

科　目 予算（Ⓑ） 決算（Ⓐ） 差異（Ⓐ-Ⓑ）

503 630 127

0

630 127

事
業
活
動

　
支
出
の
部

科　目 予算（Ⓑ） 決算（Ⓐ） 差異（Ⓐ-Ⓑ）

481 481 0

0 0 0

481 481 0

教育活動外収支差額⑥（④－⑤） 22 149 127

△ 70,600 △ 79,746 △ 9,146

特
別
収
支

事
業
活
動

　
収
入
の
部

科　目 予算（Ⓑ） 決算（Ⓐ） 差異（Ⓐ-Ⓑ）

0 0 0

0

1,323

事
業
活
動

　
支
出
の
部

科　目 予算（Ⓑ） 決算（Ⓐ） 差異（Ⓐ-Ⓑ）

0

0

0 1,434 1,434

0 △ 111 △ 111

00

＜経常費等補助金＞
・改革総合支援事業
　△18,720千円減額
・経営強化集中支援事業

　△40,000千円不採択

＜人件費＞
基本給減額　教員10％

＜教育研究経費＞
・海外研修希望者減
　△2,700千円
・環境整備事業一部延期
　△3,348千円
・環境整備事業科目変更
　△9,728千円
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　基本金組入額合計　⑫

　当年度収支差額　⑬（⑪－⑫）

　前年度繰越収支差額　⑭

　基本金取崩額　⑮

（参考）

　　事業活動収入の部　合計

　　事業活動支出の部　合計

＜主な科目の概要＞

■事業活動収入の部

　【教育活動収入】

① 学生生徒等納付金の主な内容は、授業料、入学金、教育充実費、実験実習料とな

る。学生生徒等納付金は、5億93,168千円となり、補正予算より187千円増額とな

った。

◇学生生徒等納付金 （単位：千円）

　国際人間科学部

　こども教育学部

② 手数料の主な内容は、入学検定料、試験料、証明手数料、取扱手数料、大学入試

センター試験実施手数料となる。

手数料は、14,078千円となり、補正予算より1,156千円増額となった。

③ 寄付金の主な内容は、特別寄付金、一般寄付金、現物寄付金となる。

寄付金は、2,477千円となり、補正予算より1,477千円の増額となった。

④ 経常費等補助金の主な内容は、国庫補助金、地方公共団体補助金となる。

経常費等補助金は、1億68,967千円となり、補正予算より△53,654千円の減額と

なった。国庫補助金には、以下の補助金が含まれている。

・経常費補助金（一般・特別）（大学89,758千円・短期大学部52,601千円）

・改革総合支援事業補助金　　（大学9,673千円・短期大学部11,607千円）

地方公共団体補助金には、以下の補助金が含まれている。

・高等教育機関魅力向上支援補助金（短期大学部5,000千円）

　基本金組入前当年度収支差額⑪（⑦＋⑩） △ 80,600

決算（Ⓐ） 差異（Ⓐ-Ⓑ）

予備費 10,000 0 △ 10,000

科　目 予算（Ⓑ）

△ 79,857 743

△ 6,913 △ 14,405 △ 7,492

△ 87,513 △ 94,262 △ 6,749

826,368 △ 33,748

△ 2,527,965 △ 2,527,965 0

0 1,879 1,879

1

所　属

940,716 906,225 △ 34,491

　翌年度繰越収支差額⑯（⑬＋⑭＋⑮） △ 2,615,478 △ 2,620,348 △ 4,870

860,116

592,981 593,168 187合　計

予算 決算 差異

359,846 359,847

25,767 25,884 117

大
学

　短期大学部 207,368 207,437 69
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・三重県他各種補助金（大学222千円・短期大学部106千円）

◇補助金収入 （単位：千円）

短期大学部

⑤ 付随事業収入の主な内容は、公開講座収入、受託事業収入となる。

付随事業収入は、11,981千円となり、補正予算より4,900千円の増額となった。

⑥ 雑収入の主な内容は、施設設備利用料、退職金財団等交付金、その他雑収入とな

る。雑収入は、33,743千円となり、補正予算より10,736千円の増額となった。

　【教育活動外収入】

⑦ 受取利息・配当金の主な内容は、その他の受取利息・配当金となる。

受取利息・配当金は、630千円となり、補正予算より127千円の増額となった。

　【特別収入】

⑧ 資産売却差額の主な内容は、資産を売却した際の差額となる。

⑨ その他の特別収入の主な内容は、現物寄付（施設設備）、施設設備補助金となる。

その他の特別収入は、1,324千円となり、補正予算より1,324千円の増額となった。

　よって、平成29（2017）年度の事業活動収入合計は、8億26,368千円となり、第２回

補正予算に対して、△33,748千円の減額となった。

⑩ 基本金組入額は、△14,405千円となり、すべてが第１号基本金によるものである。

■事業活動支出の部

　【教育活動支出】

① 人件費の主な内容は、教員人件費、職員人件費、役員報酬、退職給与引当金繰入

額、退職金となる。

人件費は、5億19,122千円となり、補正予算より△3,911千円の減額となった。

国際人間科学部教員の管理職手当については、30％支給から100％支給とした。

基本給については、85％支給から90％支給とし、５％回復とした。

こども教育学部および短期大学部教員の基本給については、△10％減額とし、

90％支給とした。

27実績

79,474

28実績

113,398 86,137 △ 27,261 70,648 117,492

予算 決算 差　異

129,632

222,622 168,968 △ 53,654 150,122 247,124

93,231 69,315 △ 23,916

－

所　属

合　計

大
学

国際人間科学部

こども教育学部 15,993 13,516 △ 2,477 －
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（単位：千円）

　国際人間科学部

　こども教育学部

短期大学部

法人部門

② 教育研究経費は、教育研究活動などに必要な消耗品費、旅費交通費、光熱水費、

委託報酬料、賃借料、会費、奨学費などの支出となる。

教育研究経費は、3億11,208千円となり、補正予算より△31,673千円の減額とな

った。

主な内容としては、以下のとおりである。

・海外研修（ＳＯＰ）の希望者減による減額　　　　　　　　　　△2,689千円

・環境整備事業の一部延期（トイレ洋式化改修工事）　　　　　　△3,348千円

・環境整備事業の科目変更（教育研究経費→施設・設備関係支出）

　トイレ洋式化改修工事△3,448千円、各講義室教育備品整備工事△3,067千円

　グラウンド設備設置工事△3,213千円

（単位：千円）

比率 ※

54%

5%

短期大学部 14%

32%

※比率：教育研究経費に占める奨学費の割合

③ 管理経費は、法人業務及び管理運営、募集活動に必要な委託報酬料、広報費、印

刷製本費、などの支出となる。

管理経費は、68,861千円となり、補正予算より△3,283千円の減額となった。

（単位：千円）

国際人間科学部

こども教育学部

短期大学部

法人部門

12,263

合　計

110,859 99,843 14,275

29実績

20,923

所　属 予算 決算

515,211 519,122 3,911

差　異 28実績

＜内、 奨学費 ＞

予算 決算 差　異

248,606 269,529

81,054 79,432 △ 1,622

△ 31,673 85,887 99,567

△ 11,016

57,688 9,441 －

合　計

26,665 25,263 △ 1,402

23,854 22,301 △ 1,553

14,416 12,623 △ 1,793

72,144 68,861 △ 3,283

大
学

所　属

合　計

136,473 134,567 △ 1,906

49,078 35,594 △ 13,484

183,774 153,676 △ 30,098

2,875

大
学

国際人間科学部

こども教育学部

73,624 82,417

48,247

大
学

所　属

7,209 8,674 1,465

342,880

予算 決算 差　異

311,207
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　【教育活動外支出】

④ 借入金等利息は、借入金利息が主な内容となる。短期大学部のみ借入を行ってい

る。借入金等利息は、481千円となった。

　【特別収入】

⑤ 資産処分差額は、資産の処分差額が主な内容となる。

資産処分差額は、1,434千円となり、補正予算より1,434千円の増額となった。

　よって、事業活動に必要と見込まれる人件費、教育・管理経費等消費的な諸経費の総

額である事業活動支出の合計は、9億6,224千円となり、第２回補正予算に対して、

△34,492千円の減額となった。

　その結果、基本金組入前当年度収支差額は△79,857千円となり、基本金組入額

△14,405千円を加算した△94,261千円が当年度収支差額となった。
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（３）資金収支計算書 （単位：千円）

＜主な科目の概要＞

事業活動収支予算書における収支科目と内容的に相違のない科目については、省略とす

る。

差異（Ⓐ-Ⓑ）決算（Ⓐ）予算（Ⓑ）科　目

収
入

593,168 187

手数料収入 12,922 14,078 1,156

592,981学生生徒納付金収入

寄付金収入 730 2,139 1,409

補助金収入 222,622 168,968 △ 53,654

資産売却収入 0 520 520

付随事業・収益事業収入 7,081 11,981 4,900

受取利息・配当金収入 503 630 127

雑収入 23,007 31,242 8,235

前受金収入 219,800 227,510 7,710

その他の収入 83,605 90,402 6,797

資金収入調整勘定 △ 265,587 △ 276,349 △ 10,762

（当年度資金収入　合計） ( 897,664 ) ( 864,289 ) ( △ 33,375 )

前年度繰越支払資金 366,744 366,744 0

資金収入の部　合計 1,264,408 1,231,033 △ 33,375

支
出

科　目 予算（Ⓑ） 決算（Ⓐ） 差異（Ⓐ-Ⓑ）

人件費支出 518,672 514,499 △ 4,173

教育研究経費支出 250,880 219,397 △ 31,483

管理経費支出 62,294 59,322 △ 2,972

借入金等利息支出 481 481 0

借入金等返済支出 2,286 2,286 0

施設関係支出 0 3,448 3,448

設備関係支出 4,627 8,939 4,312

資産運用支出 0 11,554 11,554

その他の支出 68,902 69,924 1,022

予備費 10,000 0 △ 10,000

資金支出調整勘定 △ 27,167 △ 45,610 △ 18,443

( 890,975 ) ( 844,240 ) ( △ 46,735 )

資金支出の部　合計 1,264,408 1,231,032 △ 33,376

（当年度資金支出　合計）

翌年度繰越支払資金 373,433 386,792 13,359
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■資金収入の部

① 前受金収入の主な内容として、学生が入学前に納める納付金等収入となる。

前受金収入は、2億27,510千円となり、補正予算より7,710千円の増額となった。

② その他の収入の主な内容は、前年度の未収入金（前年度退職者に対する退職財団

からの交付金など）、引当特定資産取崩収入である。

その他の収入は、90,402千円となり、補正予算より6,797千円の増額となった。

③ 資金収入調整勘定の主な内容は、今年度末に未収となる見込みの期末未収入金、

前年度に資金は受け入れたが、翌年度の収入となる前期末前受金である。

資金収入調整勘定は、△2億76,349千円となり、補正予算より△10,762千円の減

額となった。

　よって、資金収入の合計は、12億31,032千円となり、第２回補正予算に対して

△33,376千円の減額となった。

■資金支出の部

① 事業活動支出の教育研究経費および管理経費には、「資金支出」で計上された科

目のほか、減価償却額が含まれている。

事業活動支出には、減価償却額が教育研究経費に91,473千円、管理経費に9,526

千円が含まれており、資金支出は減価償却額を除いた金額となる。

② 借入金等利息支出および借入金等返済支出は、どちらも短期大学部となり、短期

大学部移転前敷地内正門整備工事の借入金となる。

③ 施設関係支出は、土地、建物、構築物などの支出となる。

④ 設備関係支出は、備品、図書、車両などの支出となる。

　よって、資金支出の合計は、12億31,032千円となり、第２回補正予算に対して

△33,376千円の減額となった。

　その結果、翌年度に繰り越すことになる翌年度繰越支払資金は3億86,792千円となり、

平成29（2017）年度第２回補正予算に対し△13,359千円の減額となった。

以　上　
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３. 決算値比較

■事業活動収支計算書 （単位 千円） （単位：千円）
法人 国際 こども 短大 合計 法人 国際 こども 短大 合計

学生生徒等納付金 0 359,847 25,884 207,437 593,168 0 340,570 0 282,640 623,210

手数料 213 9,517 942 3,406 14,078 630 7,876 0 2,863 11,369

寄付金 30 2,075 0 372 2,477 330 329 0 4,371 5,030

経常費等補助金 0 86,137 13,516 69,314 168,967 0 117,491 0 129,632 247,123

付随事業収入 0 1,850 2,298 7,833 11,981 0 2,358 0 7,953 10,311

雑収入 2,472 24,234 3,284 3,753 33,743 3,893 32,316 0 5,824 42,033

0 485,343 46,005 293,065 824,414 0 503,609 0 435,467 939,076

受取利息・配当金 629 0 0 0 629 2,191 1 0 1 2,193

教育活動外収入計 629 0 0 0 629 2,191 1 0 1 2,193

0 485,733 46,024 293,285 825,043 0 504,815 0 436,454 941,269

資産売却差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の特別収入 0 1,030 255 39 1,324 0 11,702 0 10,705 22,407

特別収入計 0 1,030 255 39 1,324 0 11,702 0 10,705 22,407

0 486,763 46,279 293,324 826,367 0 516,517 0 447,159 963,676

人件費 35,594 269,529 79,432 134,567 519,122 31,694 255,346 0 234,429 521,469

教育研究経費 0 153,677 57,688 99,843 311,208 49,450 183,397 0 130,939 363,786

　（内、教育奨学費） 0 82,417 2,875 14,275 99,567 0 73,624 0 12,263 85,887

0 71,260 54,813 85,568 211,641 49,450 109,773 0 118,676 277,899

管理経費 12,623 25,263 8,674 22,301 68,861 22,206 25,005 0 28,937 76,148

徴収不能額等 0 4,718 0 400 5,118 0 6,505 0 0 6,505

0 483,082 147,241 273,987 904,309 0 527,096 0 440,813 967,908

借入金等利息 0 0 0 481 481 0 0 0 519 519

教育活動外支出計 0 0 0 481 481 0 0 0 519 519

0 483,082 147,241 274,468 904,790 0 527,096 0 441,332 968,427

資産処分差額 0 1,258 176 0 1,434 1,043 283 0 44 1,370

特別支出計 0 1,258 176 0 1,434 1,043 283 0 44 1,370

0 484,340 147,417 274,468 906,224 0 527,952 0 441,845 969,797

0 2,424 △ 101,137 18,856 △ 79,857 0 △ 11,435 0 5,314 △ 6,121

基本金組入額 0 0 0 △ 14,405 △ 14,405 △ 190,944 △ 10,723 0 0 △ 201,667

当年度収支差額 0 2,424 △ 101,137 4,451 △ 94,262 △ 190,944 △ 22,158 0 5,314 △ 207,788

基本金取崩額 0 2,542 △ 663 0 1,879 2,461 33,510 0 21,883 57,854

各部門別法人経費配分後 （単位：％）

目標値 法人 国際 こども 短大 合計 法人 国際 こども 短大 合計

　 ０％以上 － 0.4 △ 218.5 6.4 △ 9.6 － △ 2.2 － 1.1 △ 0.6

 人件費比率 　58％未満 － 55.4 172.5 45.8 62.9 － 50.5 － 53.7 55.4

 教育研究費比率 　30％以上 － 31.6 125.3 34.0 37.7 － 36.3 － 30.0 38.6

　　奨学費比率　※ － 53.6 4.9 14.2 31.9 － 40.1 － 9.4 23.6

－ 14.6 119.0 29.1 25.6 － 21.7 － 27.1 29.5

 管理経費比率  　５％未満 － 5.2 18.8 7.6 8.3 － 4.9 － 6.6 8.0

 人件費依存率 　78％未満 － 74.9 306.8 64.8 87.5 － 75.0 － 82.9 83.7

100％未満 － 99.5 318.5 98.4 111.6 － 104.3 － 98.8 127.2

※　教育研究経費に占める奨学費の割合

 教育研究費比率（奨学費除く）

 基本金組入後収支比率

＜平成29年度　決算値＞

科目

教育研究経費（教育奨学費除く）

事業活動収支差額比率

科目

教育活動支出計（法人経費配分後）

経常支出　計（法人経費配分後）

基本金組入前当年度収支差額

 事業活動支出　計（法人経費配分後）

＜平成28年度　決算値＞

教育活動収入計（法人経費配分後）

経常収入　計（法人経費配分後）

事業活動収入　計（法人経費配分後）
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＜平成28年度決算値との比較＞
■事業活動収支計算書 （単位：千円）

法人 国際 こども 短大 合計
学生生徒等納付金 0 19,277 25,884 △ 75,203 △ 30,042

手数料 △ 417 1,641 942 543 2,709

寄付金 △ 300 1,746 0 △ 3,999 △ 2,553

経常費等補助金 0 △ 31,354 13,516 △ 60,318 △ 78,156

付随事業収入 0 △ 508 2,298 △ 120 1,670

雑収入 △ 1,421 △ 8,082 3,284 △ 2,071 △ 8,290

0 △ 18,266 46,005 △ 142,402 △ 114,662

受取利息・配当金 △ 1,562 △ 1 0 △ 1 △ 1,564

教育活動外収入計 △ 1,562 △ 1 0 △ 1 △ 1,564

0 △ 19,082 46,024 △ 143,168 △ 116,226

資産売却差額 0 0 0 0 0

その他の特別収入 0 △ 10,672 255 △ 10,666 △ 21,083

特別収入計 0 △ 10,672 255 △ 10,666 △ 21,083

0 △ 29,754 46,279 △ 153,834 △ 137,309

人件費 3,900 14,183 79,432 △ 99,862 △ 2,347

教育研究経費 △ 49,450 △ 29,720 57,688 △ 31,096 △ 52,578

　（内、教育奨学費） 0 8,793 2,875 2,012 13,680

△ 49,450 △ 38,513 54,813 △ 33,108 △ 66,258

管理経費 △ 9,583 258 8,674 △ 6,636 △ 7,287

徴収不能額等 0 △ 1,787 0 400 △ 1,387

0 △ 44,014 147,241 △ 166,826 △ 63,599

借入金等利息 0 0 0 △ 38 △ 38

教育活動外支出計 0 0 0 △ 38 △ 38

0 △ 44,014 147,241 △ 166,864 △ 63,637

資産処分差額 △ 1,043 975 176 △ 44 64

特別支出計 △ 1,043 975 176 △ 44 64

0 △ 43,613 147,417 △ 167,377 △ 63,573

0 13,859 △ 101,137 13,543 △ 73,736

基本金組入額 190,944 10,723 0 △ 14,405 187,262

当年度収支差額 190,944 24,582 △ 101,137 △ 863 113,526

基本金取崩額 △ 2,461 △ 30,968 △ 663 △ 21,883 △ 55,975

（単位：％）

　収入について、競争的資金獲得の取り組みを継続して行ったが、昨年度採択された経営強
化集中支援事業補助金が不採択となり、さらに教育研究活性化設備整備事業も対象外となっ
たことから、補助金収入が△78,156千円減額となった。
　寄付金についても、50周年記念事業分△4,371千円が減額となっている。

　支出について、人件費は、国際人間科学部教員の基本給を５％回復し、こども教育学部お
よび短期大学部教員の基本給を10％減額し、一律基本給90％支給とした。
　教育研究経費は、教育研究活性化設備整備事業に伴う経費△7,670千円、こども教育学部新

設に伴う経費△49,561千円が減額となっている。

　平成29（2017）年度は、平成28（2016）年度と比較し、昨年度実施した事業がなくなった

ことによる支出の減額があったが、補助金収入も減額となったことにより、収入減が支出減

を上回ったため、収支が悪化する結果となった。

科目

教育研究経費（教育奨学費除く）

経常支出　計（法人経費配分後）

 事業活動支出　計（法人経費配分後）

基本金組入前当年度収支差額

教育活動収入計（法人経費配分後）

教育活動支出計（法人経費配分後）

事業活動収入　計（法人経費配分後）

経常収入　計（法人経費配分後）

＜寄付金＞
・50周年寄付△4,371千円

＜人件費＞
　基本給減額措置
　教員一律10％

＜経常費等補助金＞
・改革総合 43,152千円H28
　　　　　 21,280千円H29
　　　　 △21,872千円差
・経営強化 54,407千円H28
　　　　　　　　　0円H29
　　　　 △54,407千円差

＜その他の特別収入＞
 ・教育研究活性化
　　△21,321千円

＜教育研究経費＞
 ・こども教育学部
　 新設経費
 　　新校舎△ 2,167千円
 　　備品  △47,394千円
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４．資金収支計算書

　収入の部

（単位：千円）

学生生徒等納付金収入

5億93,168千円

手数料収入

14,078千円

寄付金収入

2,139千円

補助金収入 雑収入 その他の収入

1億68,968千円 31,242千円 90,402千円

資産売却収入 前受金収入 資金収入調整勘定

520千円 2億27,510千円 △2億76,349千円

付随事業・収益事業収入 受取利息・配当金収入

11,981千円 630千円

　主に、前年度末に未収入で
あった前期末未収入金や、預
り金、立替金等の収入とな
る。

　翌年度の入学生及び在校生
の納付金等が今年度に入金
（前受）されたものとなる。

　退職金財団から交付される
収入が主な収入となる。

　公開講座、教員免許更新講
習の受講料となる。

　受取利息・配当金収入が主
な収入となり、有価証券の利
金等となる。

収入の部合計

△ 6,797

520

168,968

11,981

収入の部

△ 187

△ 1,156

△ 1,409

53,654

科目

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入 2,139

△ 265,587

　有価証券売却収入となり、
償還された有価証券の償還金
等となる。

前受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

90,402

366,744

7,081

630

31,242

227,510

33,375

　授業料、入学金、実験実習
料、教育充実費の収入とな
る。

　主な収入としては入学検定
料、大学入試ｾﾝﾀｰ試験実施手
数料等となる。

　特別寄付金と一般寄付金が
ある。

　国庫補助金収入が主な収入
となる。

222,622

0

503

23,007

補助金収入

資産売却収入

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

△ 4,900

△ 7,710

△ 127

△ 8,235

219,800

83,605

△ 520

雑収入

10,762

1,231,033

△ 276,349

366,744

1,264,408

　主に、今年度末に未収入で
あった期末未収入金や、前年
度に入金があった今年度分の
前受金収入となる。

12,922

決算

14,078

予算

592,981

差異

593,168

730
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　支出の部

（単位：千円） （単位：千円）

人件費支出

5億14,499千円

教育研究経費支出

2億19,397千円

管理経費支出

59,322千円

借入金等利息支出

481千円

借入金等返済支出 設備関係支出 その他の支出

2,286千円 8,939千円 69,923千円

施設関係支出 資産運用支出 資金支出調整勘定

3,448千円 11,554千円 △45,609千円

　旧短期大学部正門整備工事
の借入金の返済となる。

　施設関係支出は、建物、構
築物などの支出となる。

69,923 △ 1,021

908,142

10,000

68,902

889,849 18,293

10,000

　主に、前年度末に未払いで
あった前期末未払金や、翌年
度分を前払いしている前払金
となる。

△ 45,609 18,442

386,792 △ 13,359

1,231,032 33,3761,264,408

△ 27,167

3,448 △ 3,448

8,939 △ 4,312

11,554 △ 11,554

決算 差異

支出の部

514,499 4,173

340,526 364

予算

518,672

340,890

119,351 2,381121,732

23,650

32,400

22,746

31,876

904

524

31,483

2,97259,322

481

0

4,627

219,397

0

2,286 0

373,433

250,880

62,294

481

2,286

0

　　役員報酬支出

　　退職金支出

教育研究経費支出

管理経費支出　教育研究活動等に必要な経
費で、消耗品費、旅費交通
費、光熱水費、奨学費、委託
報酬料等の支出となる。

資金支出調整勘定

　旧短期大学正門整備工事の
借入金に伴う利息支出とな
る。

その他の支出

小計

借入金等利息支出

借入金等返済支出

翌年度繰越支払資金

支出の部合計

施設関係支出

予備費

設備関係支出

科目

人件費支出

　　教員人件費支出

　　職員人件費支出

資産運用支出

　教員、職員人件費および役
員報酬等支出となる。退職者
への退職金支出も含まれてい
る。

　資産運用支出は、引当特定
資産への繰入等の支出とな
る。
　有価証券の購入及び減価償
却引当特定資産への繰入支出
となる。

　設備関係支出は、備品、図
書、車両などの支出となる。

　法人業務及び管理運営に必
要な経費となる。

　主に、今年度分の経費で次
年度に支払う期末未払金や、
前年度に支払った前期末前払
金となる。
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５．事業活動収支計算書

教育活動収支

（単位：千円）

寄付金

2,477千円 予算 決算 差異

592,981 593,168 △ 187

12,922 14,078 △ 1,156

1,000 2,476 △ 1,476

222,622 168,968 53,654

7,081 11,981 △ 4,900

人件費 23,007 33,743 △ 10,736

5億19,122千円 859,613 824,414 35,199

予算 決算 差異

515,211 519,122 △ 3,911

教育研究経費 342,880 311,208 31,672

3億11,208千円 72,144 68,861 3,283

0 5,118 △ 5,118

930,235 904,309 25,926

△ 70,622 △ 79,895 9,273

教育活動外収支

（単位　千円）

受取利息・配当金

630千円 予算 決算 差異

503 630 △ 127

0 0 0

503 630 △ 127

借入金等利息 予算 決算 差異

481千円 481 481 0

0 0 0

481 481 0

22 149 △ 127

△ 70,600 △ 79,746 9,146

　資金支出で計上された科目
のほか、減価償却額が含まれ
ている。

　資金収入で計上された科目
のほか、現物寄付が含まれて
いる。

　資金支出で計上された科目
のほか、退職給与引当金繰入
額が含まれている。

事業活動収入

科目

学生生徒等納付金

徴収不能額等

寄付金

管理経費

手数料

経常費等補助金

教育活動収入　計

人件費

教育研究経費

科目

雑収入

借入金等利息

その他の教育活動外支出

教育活動支出　計

教育活動収支差額

事業活動支出

　受取利息・配当金収入が主
な収入となり、有価証券の利
金等となる。

事業活動収入

科目

科目

　旧短期大学部正門整備工事
の借入金に伴う利息支出とな
る。

経常収支差額

事業活動支出

受取利息・配当金

その他の教育活動外収入

教育活動外収入　計

教育活動外支出　計

教育活動外収支差額

付随事業収入
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特別収支

（単位：千円）

基本金組入前当年度収支差額

△79,857千円 予算 決算 差異

0 0 0

0 1,324 △ 1,324

事業活動収入　計 0 1,324 △ 1,324

8億26,368千円

0 1,434 △ 1,434

0 0 0

0 1,434 △ 1,434

0 △ 110 110

10,000 10,000

△ 80,600 △ 79,857 △ 743

△ 6,913 △ 14,405 7,492

事業活動支出　計 △ 87,513 △ 94,261 6,748

9億6,244千円 △ 2,527,965 △ 2,527,965 0

0 1,879 △ 1,879

△ 2,615,478 △ 2,620,347 4,869

（参考）

860,116 826,368 33,748

940,716 906,224 34,492

　事業活動収入の構成比 　事業活動支出の構成比

　旧）帰属収支差額のこと。

翌年度繰越収支差額

事業活動収入　計

事業活動支出　計

　教育研究経費および管理経
費には、資金支出に計上され
ない減価償却額が含まれてい
る。
　資産処分差額は、固定資産
を除却・廃棄した場合、その
資産の帳簿価額を、儲かった
場合は「資産売却差額」、損
した場合は「資産処分差額」
として計上する。

特別支出　計

特別収支差額

〔予備費〕

その他の特別収入

特別収入　計

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

資産処分差額

科目

基本金取崩額

　寄付金には、資金収入に計
上されない現物寄付金があ
り、卒業生からの卒業記念品
寄贈などが含まれている。
　資産売却差額は、固定資産
を除却・廃棄した場合、その
資産の帳簿価額を、儲かった
場合は「資産売却差額」、損
した場合は「資産処分差額」
として計上する。 基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

資産売却差額

事業活動支出

その他の特別支出

学生生徒

等納付金 

71.8% 

手数料 

1.7% 

寄付金 

0.3% 経常費等

補助金 

20.4% 

付随事業

収入 

1.4% 

雑収入 

4.1% 

受取利息・

配当金 

0.1% 
その他の

特別収入 

0.2% 

人件費 

57.2% 

教育研究

経費 

34.3% 

管理経費 

7.6% 

徴収不能

額等 

0.6% 

借入金等

利息 

0.1% 
資産処分

差額 

0.2% 
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６．貸借対照表

　資産の部

（単位：千円）

有形固定資産

45億75,058千円 本年度末 前年度末 増減

4,575,058 4,661,879 △ 86,821

229,000 225,363 3,637

7,884 10,306 △ 2,422

流動資産 427,187 453,411 △ 26,224

4億27,187千円 5,239,129 5,350,959 △ 111,830

　負債・基本金及び純資産の部

（単位：千円）

固定負債

3億42,633千円 本年度末 前年度末 増減

342,633 346,160 △ 3,527

312,138 340,584 △ 28,446

654,771 686,744 △ 31,973

流動負債

3億12,138千円

7,140,706 7,128,180 12,526

64,000 64,000 0

△ 2,620,347 △ 2,527,965 △ 92,382

4,584,359 4,664,215 △ 79,856

5,239,130 5,350,959 △ 111,829

　貸借対照表は、平成29（2017）年度末における資産、負債、基本金および純資産の残高
を示し、資産の状況等を明らかにしているものである。
　資産の部合計は、52億39,129千円、負債の部合計は、6億54,770千円、純資産の部合計
は、45億84,359千円となった。

　主なものとして、現金預金
がり、その他未収入金、貯蔵
品、立替金等となる。

　有形固定資産として、土
地、建物、備品、図書等があ
り、その他の固定資産とし
て、各種引当特定資産、ソフ
トウェア、長期未収入金等と
なる。

　固定負債として、長期借入
金、退職給与引当金、長期未
払金等となる。

　流動負債には、短期借入
金、未払金、預り金等とな
る。

負債の部

科目

資産の部

固定負債

流動負債

負債の部合計

資産の部

科目

負債・基本金及び純資産の部

有形固定資産

その他の固定資産

流動資産

資産の部合計

特定資産

基本金

第１号基本金

第４号基本金

純資産の部

繰越収支差額

負債及び純資産の部合計

純資産の部合計
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７．有価証券、関連当事者との取引の状況

（１）有価証券の時価情報

　　　① 総括表

　　　② 明細表

（２）関連当事者との取引状況

役員の
兼任等

理事 ― ― ― ― ― ― ―

2,060,600

58,464,297

95,709,942 37,245,645

0

議決権
所有の
割合

（単位：円）

取引金額

合計

19,115,296 19,414,342

関係内容

時価のない有価証券

有価証券合計

貸付信託

時価のない有価証券

有価証券

58,464,297

0 0 0

差　　　額

債券

株式

58,464,297

58,464,297

(   0 ) (   0 )（うち満期保有目的の債券）

299,046

37,389,001 74,235,000 36,845,999

1,960,000

95,709,942

（単位：円）

100,600

投資信託

合　　　計

37,245,645

種類
当年度（平成30（2018）年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価

(   0 )

0

勘定
科目

取引の内容

期
末
残
高事業上の関係

顧問弁護士 弁護士報酬 1,512,000

（単位：円）

当年度（平成30（2018）年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　価 差　額

47,550,690 84,894,891 37,344,201時価が貸借対照表計上額を超えるもの

(   0 ) (   0 ) (   0 )

10,913,607 10,815,051 △ 98,556

（うち満期保有目的の債券）

(   0 ) (   0 )(   0 )

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

（うち満期保有目的の債券）

属性
役員、法人等

の名称
住所

資本金
又は

出資金

事業の
内容又
は職業

宇都木　寧
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８．財産目録　　平成30（2018）年３月31日現在

９．借入金明細表　　平成29（2017）年4月1日から平成30（2018）年3月31日まで

（単位：千円）

利率
返済
期限

28,571 0 ※ 2,286 26,285 1.65%
H42年

6月30日

28,571 0 ※ 2,286 26,285

28,571 0 ※ 2,286 26,285

2,286 2,286 2,286 2,286

2,286 2,286 2,286 2,286

2,286

※ 2,286

（注）※印は、長期借入金から短期借入金への振替額である。

30,857 2,286 28,571

未収入金 37,637

計

期首残高

（単位：千円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

１．基本財産 4,554,481 貯蔵品 158

土地 2,076,644 前払金 1,915

建物 1,871,495 立替金 25

構築物 55,320 仮払金 659

教育研究用機器備品 94,235

管理用機器備品 2,942

図書 440,990

車輌 5,000

電話加入権 2,347

資　産　総　額 5,239,129

ソフトウェア 5,508

借入金 28,571

2．運用財産 684,648

退職給与引当金 311,564

土地 10,611

未払金 50,989

構築物 17,822

前受金 227,510

預り金 36,137

654,771

預託金 29
正味財産　　（資産総額-負債総額） 4,584,358

現金・預金

引当特定資産 229,000

386,792

計

市中金
融機関

負　債　総　額

使途：短期大学部
正門整備資金

小計

百五銀行

当期増加額 当期減少額 期末残高

合計

短
期
借
入
金

返済期限が1年以内の
長期借入金

摘　　要借入先

長
期
借
入
金
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10．経年比較の財務比率

　事業活動収支計算書関係比率

（単位：％）

分類
平成28年度

決 算 値
全国平均

評価
指標

経営状況
はどうか △ 0.6 4.9 ↑

66.2 73.7 ～

0.5 3.0 ↑

25.6 12.3 ↑

55.4 53.6 ↓

38.6 33.0 ↑

8.0 9.0 ↓

83.6 72.8 ↓

△ 2.8 4.1 ↑

△ 3.0 2.7 ↑

（単位　％）

（年度　平成）

収入構成
はどう
なってい
るか

支出構成
は適切で
あるか

収入と支
出のバラ
ンスはと
れている
か

経常収支差額比率

教育活動収支差額比率 教育活動収支差額÷教育活動収入計

（経常収入-経常支出）÷経常収入

教育研究経費比率 教育研究経費÷経常収入

評価指標

管理経費比率

人件費÷学生生徒等納付金

補助金÷事業活動収入

人件費÷経常収入

20.4

算式

↑ 高い値が良い

↓ 低い値が良い

補助金比率

全国平均：『平成29年度版「今日の私学財政」大学・短期大学編』
　　　　　（日本私立学校振興・共済事業団）
　　　　　※医療系法人を除く大学法人全国平均（平成28年度実績）

人件費依存率

寄付金比率

△ 9.6

平成29年度
決　算　値比率名

事業活動収支差額比率 基本金組入前当年度収支差額÷事業活動収入

人件費比率

学生生徒等納付金比率

△ 9.6

71.8

0.2

学生生徒等納付金÷経常収入

62.9

寄付金÷事業活動収入

△ 9.6

平成26年度

３法人に分離

8.3

37.7

管理経費÷経常収入

87.5

△ 40 

10 

60 

110 

160 

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

過去10年間の事業活動収支計算書関係比率 

事業活動収支差額比率 経常収支差額比率 教育活動収支差額比率 

学生生徒等納付金比率 寄付金比率 補助金比率 

人件費比率 教育研究経費比率 管理経費比率 

人件費依存率 

（年度

良い
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　事業活動収支計算書関係比率

（単位：％）

（単位　％）

（単位　％）

（単位　％）

（単位　％）

補助金比率

第二の収入源泉であり、必要不可欠なもの
であるが、国などの補助金政策の動向に影
響を受けやすい。年度による補助金額の増
減が財政に及ぼす影響を認識しておくこと
も重要である。

この比率がプラスで大きいほど自己資金が充実し、財政面での将来的な余裕につ
ながるものである。マイナス幅が大きくなるほど経営が圧迫され、将来的には資
金繰りに支障をきたす可能性が否めない。

学生生徒等納付金比率

収入の中で最大の割合を占めており、外部
要因に影響されることの少ない重要な自己
財源。この比率が安定的に推移することが
望ましい。

寄付金比率

一定水準の寄付金収入を継続して確保する
ことが経営の安定化には好ましい。寄付金
募集体制を充実させ、一定水準の安定的な
確保に努めることの重要性が高まってい
る。

事業活動収支差額比率

△ 18.5 

△ 23.8 

△ 3.4 

1.0 

△ 6.1 

7.9 

△ 10.0 

3.2 

△ 0.6 

△ 9.6 

△ 25 

△ 20 

△ 15 

△ 10 

△ 5 

0 

5 

10 

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

事業活動収支差額比率 

55.4 52.9 

74.4 72.7 66.2 71.8 

0 

50 

100 

24 25 26 27 28 29 

学生生徒等納付金比率 

0.3 
1.1 

0.3 

5.3 

0.5 0.2 

△ 1 

4 

9 

24 25 26 27 28 29 

寄付金比率 

36.1 34.9 

16.3 16.4 

25.6 
20.4 

0 

20 

40 

24 25 26 27 28 29 

補助金比率 

（年度 平成） 

（年度 平成） 

（年度 平成） 

（年度 平成） 

良い 

良い 

良い 
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　事業活動収支計算書関係比率

（単位　％）

（単位　％）

（単位　％）

人件費の経常収入に占める割合。人件費
は最大の支出要素である。この比率が適
正水準を超えると経常収支の悪化に繋が
る要因となる。

教育研究活動の維持・充実のため不可
欠な経費であり、この比率も収支均衡
を失しない範囲内で高くなることが望
ましい。

人件費依存率

管理経費は、教育研究活動以外の目的で
支出される経費であり、学校法人の運営
のための支出はやむを得ないものの、比
率は低い方が望ましい。

人件費の学生生徒等納付金に占める割
合。一般的に人件費は、学生生徒等納
付金で賄える範囲内に収まっている
（比率が100％を超えない）ことが理
想的である。

教育研究経費比率

管理経費比率

人件費比率

121.9 125.5 

81.0 76.3 83.6 87.5 

0 

50 

100 

150 

24 25 26 27 28 29 

人件費依存率 

24.0 
19.9 

38.3 35.6 38.6 37.7 

0 

20 

40 

60 

24 25 26 27 28 29 

教育研究経費比率 

67.6 66.4 
60.2 

55.5 55.4 
62.9 

0 

20 

40 

60 

80 

24 25 26 27 28 29 

人件費比率 

4.4 4.9 

8.6 
8.0 8.0 8.3 

0 

5 

10 

24 25 26 27 28 29 

管理経費比率 

（年度 平成） 

良い 

良い 

良い 

（年度 平成） 

（年度 平成） 

（年度 平成） 

良い 
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　事業活動収支計算書関係比率

（単位　％）

　活動区分資金収支計算書関係比率

教育活動資金収支差額比率

（単位　％）

学校法人の本業である「教育活動」でキャッシュフローが生み出せているかを測る比
率。「その他の活動」収支状況を併せて確認する必要がある。

経常収支差額比率

臨時的な要素を除いた経常的活動に関する比率。マイナス要因が経常的なものか臨時的
なものか把握し、支出超過の状況が常態化している場合は、収支構造の見直し等対応策
が必要となる。

△ 6.1 

7.9 

△ 10.0 

△ 0.6 
△ 2.8 

△ 9.6 
△ 15 

△ 10 

△ 5 

0 

5 

10 

24 25 26 27 28 29 

経常収支差額比率 

11.0 

1.9 

4.1 

0 

5 

10 

15 

27 28 29 

教育活動資金収支差額比率 

良い 

良い 

（年度 平成） 

（年度 平成） 
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　貸借対照表関係比率

（単位　％）

分類
平成28年度

決 算 値
全国平均

評価
指標

自己資金は充実
されているか 87.1 87.6 ↑

105.0 98.9 ↓

97.7 91.5 ↓

20.7 78.9 ↑

133.1 252.2 ↑

負債の割合
はどうか 14.7 14.2 ↓

（単位　％）

（年度 平成）　

（単位　％）

資金調達源泉を分析するうえで、最も
概括的で重要な指標である。この比率
が高い場合、自己財源が充実している
ことを示し、財政的には安定している
といえる。50％を下回ると、他人資金
が自己資金を上回っていることにな
る。

純資産構成比率

全国平均：『平成29年度版「今日の私学財政」大学・短期大学編』
　　　　　（日本私立学校振興・共済事業団）
　　　　　※医療系法人を除く大学法人全国平均（平成28年度実績）

長期資金
で固定資
産は賄わ
れている
か負債に備
える資産
が蓄積さ
れている
か

評価指標

平成26年度

３法人に分離

固定長期適合率 固定資産÷(純資産+固定負債)

14.2

↑ 高い値が良い

↓ 低い値が良い

運用資産÷要積立額

流動資産÷流動負債流動比率

総負債÷純資産負債比率

104.9

136.8

平成30年度
決　算　値

87.5

97.6

21.0

固定資産÷純資産

比率名

純資産÷負債+純資産純資産構成比率

積立率

固定比率

算式

0 

50 

100 

150 

200 

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

過去10年間の貸借対照表関係比率 

純資産構成比率 固定比率 固定長期適合率 積立比率 流動率 負債比率 

68.0 
70.0 

87.0 87.3 87.1 87.5 

60 

70 

80 

90 

24 25 26 27 28 29 

純資産構成比率 

（年度 平成） 

（年度

良い 

（年度

（年度
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　貸借対照表関係比率

（単位　％）

（単位　％）

（単位　％）

（単位　％）

（単位　％）

固定長期適合率

固定資産の取得を行う場合、長期間活用
できる安定した資金として自己資金のほ
か短期的に返済を迫られない長期借入金
でこれを賄うべきであるという原則に対
してどの程度適合しているかを示してい
る。この比率は、100％以下で低いほど
理想的とされる。

固定比率

固定資産の純資産に対する割合で、資金
の調達源泉とその使途とを対比させる比
率である。固定資産に投下した資金の回
収は、長期間にわたるため、本来投下資
金は返済する必要のない自己資金を充て
ることが望ましい。

流動比率

資金流動性すなわち短期的な支払い能力
を判断する重要な指標の一つ。一般に金
融機関等では、この比率が200％以上で
あれば優良とみなしている。100％を下
回っている場合には、流動負債を固定資
産に投下していることが多く、資金繰り
に窮していると見られる。

積立率

経営を持続的かつ安定的に継続するために
必要となる運用資産の保有状況を表す。一
般的には比率は高い方が望ましいが、この
算定式から得られる結果のみに捉われず、
状況に応じた試算を併用することも比率の
活用の上では重要である。

負債比率

他人資金と自己資金との割合で、他人資
金である総負債が自己資金である純資産
を上回っていないかを測る比率であり、
100％以下で低い方が望ましい。

47.0 
42.7 

14.8 14.5 14.7 14.2 
0 

20 

40 

60 

24 25 26 27 28 29 

負債比率 

127.2 
135.7 130.8 

166.8 

133.1 136.8 

100 

120 

140 

160 

180 

24 25 26 27 28 29 

流動率 

（年度 平成） 

良い 
良い 

128.1 119.8 
105.5 103.1 105.0 104.9 

0 

50 

100 

150 

24 25 26 27 28 29 

固定比率 

96.9 

95.2 

97.9 

95.7 

97.7 97.6 

90 

95 

100 

24 25 26 27 28 29 

固定長期適合率 

39.8 

48.1 

23.7 
27.8 

20.7 21.0 

0 

20 

40 

60 

24 25 26 27 28 29 

積立率 

（年度 平成） 

（年度 平成） 

良い 

良い 

良い 

良い 

（年度 平成） 

（年度 平成） 
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11．次年度に向けて

１．重点課題

（１）入学定員の確保

　　　大学の経営の健全化を図るために、定員充足を達成するのは、必要不可欠となり

　　ます。

・ 社会的責務としての定員充足達成とその継続 

＜平成30（2018）年度学部別入学者数目標＞

国際人間科学部　

こども教育学部　

大学院

短期大学部　　　

専攻科

（２）教学体制の構築

　　　平成30（2018）年度は、大学は、こども教育学部の新設による２学部体制に、短

　　期大学部は、３専攻から２専攻体制となり、それぞれの連携をより強化していきま

　　す。また、各部門長の役割を明確にし、個々の体制を強化します。

　① 各学部・学科の体制強化

　② 既存学部・学科の教学改革

（３）外部資金および補助金等獲得体制の強化

　　　収入の確保は必須の課題であるため、平成30（2018）年度も引き続き補助金等獲

　　得体制を強化し、継続的な取り組みとして促進します。

　　　また、研究活動をより充実させるためにも、外部資金の獲得を確実に行っていき

　　ます。科学研究費助成事業の採択率の向上を目指し、体制を整えて行きます。

学部

　　本学園は、本学を選ぶ学生に対し、十分満足のいく教育内容、教育環境を提供してい

くため、平成27（2015）年度に中期事業計画（平成28（2016）年度～平成32（2020）年

度）の策定を行い、「学生の自己実現度100％以上達成を支援」、「社会に貢献し続けるこ

とのできる「知（地）」の拠点」をミッションとして掲げ、５年後の達成を目指し取り組

みを行っています。

　平成30（2018）年度も引き続き、ミッションを具体化するための施策として掲げた、経

営力、募集力、教育力、就職力の４つの項目を確実に実行していきます。

　中期事業計画の具現化に向けて、教学、組織、経営の強力な推進体制を整備し、より一

層全学一丸となって改革に取り組んでいきます。

　つきましては、平成30（2018）年度の予算編成指針を、次の重点課題および経営数値目

標に置き、展開していきます。

記

目標 （定員）

120名 （100名）

100名 （ 80名）

10名 （ 10名）

100名 （ 90名）

10名 （ 10名）

ロゴマークに込めた想い

１　地域に必要とされる大学を目指す本学は、Ｆ１の開催地

　として世界に知られている鈴鹿市にあります。鈴鹿市の頭

　文字であるＳを、レーシングコースをイメージしたスポー

　ティで先鋭的なデザインとしました。

２　本学園の建学の精神である「誠実で信頼される人に」の

　誠実、信頼のＳをそのイメージから濃紺で表しました。

新生鈴鹿大学とする機会にロゴマークを一新します。この

ロゴマークに込めた想いは次のとおりです。

３　本学で学んだ学生がグローバル社会で活躍する様を、人

　が立ち上がるイメージで表現しました。
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　① 補助金等獲得体制強化の継続

　② 改革総合支援事業補助金および経営強化集中支援事業補助金の確実な獲得

　③ 特別補助の獲得

　④ 科学研究費助成事業の採択に向けた体制の強化

　⑤ 寄付金獲得に向けた取組みの強化

（４）教育の質保証における教育力の向上

　　　学生に対する教育の質を保証するために、さらなる教育力の向上を目指します。

　① ＦＤ活動による授業改善の推進

　② 学生からの授業評価アンケートの活用

（５）運営を担う大学職員の資質能力向上

　　　ＳＤが義務化され、運営を担う大学職員の資質能力の向上を図ります。

　　　そのため、必要な知識および技能の習得、能力および資質向上のための研修の機

　　会を設けて行きます。

　① ＳＤ研修の運営強化

　② 組織機能の見直し（役割の明確化）

（６）内部留保金の確保

　　　学園の永続的な存続のため、中・長期的展望に立ち、内部留保金の増額に努め、

　　安定した財政基盤づくりを目指します。

・ 経営数値目標の確実な達成

２．経営数値目標

　　実態に則し、実効性の高いものとして次のとおり経営数値目標を設定し、予算編成

　の基礎とします。

大学法人
全国平均

規模別
0.5～1千人

ブロック別

東海 評価

① 4.9% △8.5% 6.4% △

② 4.1% △9.6% 5.0% △

③ 2.7% △10.5% 3.1% △

④ 53.6% 56.9% 51.5% ▼

⑤ 33.0% 40.8% 35.9% △

⑥ 9.0% 11.3% 7.3% ▼

⑦ 72.8% 132.6% 88.9% ▼

⑧ 107.8% 122.3% 110.9% ▼

※参考「今日の私学財政」平成29年度版（平成28年度決算値）より抜粋

以　上　

※参考　大学法人29年度 28年度
目標値 実績値

30年度
目標値

　58％未満

  30％以上

0％以上 △0.6%

0％以上 △2.8%

   0％以上

   0％以上

　 5％未満

  78％未満

 100％未満

0％以上 △3.0%

58％未満 55.4%

30％以上 38.6%

   0％以上

5％未満 8.0%

78％未満 83.6%

100％未満 127.2%

人件費比率

教育研究経費比率

管理経費比率

人件費依存率

基本金組入後収支比率

教育活動収支差額比率

事業活動収支差額比率

経常収支差額比率

ロゴマークに込めた想い

１　地域に必要とされる大学を目指す本学は、Ｆ１の開催地

　として世界に知られている鈴鹿市にあります。鈴鹿市の頭

　文字であるＳを、レーシングコースをイメージしたスポー

　ティで先鋭的なデザインとしました。

２　本学園の建学の精神である「誠実で信頼される人に」の

　誠実、信頼のＳをそのイメージから濃紺で表しました。

新生鈴鹿大学とする機会にロゴマークを一新します。この

ロゴマークに込めた想いは次のとおりです。

３　本学で学んだ学生がグローバル社会で活躍する様を、人

　が立ち上がるイメージで表現しました。
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学校法人享栄学園　　　

●鈴鹿大学 〒510-0298　三重県鈴鹿市郡山町663-222

●鈴鹿大学短期大学部 〒510-0298　三重県鈴鹿市郡山町663-222

学校法人愛知享栄学園

●享栄高等学校 〒467-8626　愛知県名古屋市瑞穂区汐時町1-26

●栄徳高等学校 〒480-1103　愛知県長久手市岩作三ケ峯1-32

●享栄幼稚園 〒467-0017　愛知県名古屋市瑞穂区東榮町2-4

学校法人鈴鹿享栄学園

●鈴鹿中等教育学校 〒513-0831　三重県鈴鹿市庄野町1230

●鈴鹿高等学校 〒513-0831　三重県鈴鹿市庄野町1260

享 栄 学 園 グ ル ー プ

学校法人 享栄学園
〒510-0298　三重県鈴鹿市郡山町663-222

TEL：059-372-3949／FAX：059-372-3919
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